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第1章. 事業概要 

 

 背景 

我が国においては、介護サービスの安定的な提供体制を確保していくために、介護人材の

確保が喫緊の課題となっている。外国人介護人材の受入れは、その対応策の一つとして位置

付けられ、在留資格制度の整備や補助金・制度として外国人介護人材が働くための環境整備

が進められてきた。 

一方で、地域ごとの人材需要や受入れ体制の差は大きく、単に制度が整備されているだけ

では、各地域において安定的な人材確保につながっていない実態も見られる。特に、介護現

場の人材需要等に的確に対応するためには、海外現地との関係構築を含めた継続的な人材確

保の仕組みを構築していくことが重要である。また、海外における就労先の選択肢が広がる

中で、日本が外国人介護人材にとって継続的に選ばれる受入れ先であり続けるためには、単

発的な受入れにとどまらず、戦略的かつ持続可能な人材確保の枠組みを整備していく必要が

ある。 

このような状況を踏まえ、外国人介護人材の獲得・確保、受入れ、定着に係る取組につい

て、自治体が地域の実情に応じて実践可能な方策を検討できる環境を整えることが求められ

ている。 

 

 目的 

令和６年度事業において、海外現地の行政機関や学校等との協定を締結する等、外国人介

護人材の確保に取り組む自治体等の実態把握を目的として、全国の自治体を対象にアンケー

ト調査及びヒアリング調査を実施し、協定締結や募集戦略等の取組状況及びその課題を整理

した。 

本事業は、令和６年度の調査結果を踏まえ、外国人介護人材に関する自治体の施策につい

て整理を行い、その効果や課題を分析するとともに、自治体がそれぞれの実情に応じて活用

可能な方策を提示することを目的として実施した。これにより、自治体が持続可能な形で外

国人介護人材の獲得・確保を進めるための環境整備を支援するとともに、日本が選ばれる受

入れ国であり続けるための基盤強化に資することを目指す。 

 

 プロジェクトアプローチ 

本事業では、外国人介護人材に関する自治体の取組について、「獲得・確保」、「受入れ」、

「定着」のそれぞれのフェーズごとに本事業での定義を整理した。 

 

 獲得・確保 

➢ 介護現場の人材需要等に対応するため、海外現地からの外国人介護人材の受入れ

ルートを構築・安定化し、継続的に採用や養成枠を確保するための取組 
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 受入れ 

➢ 外国人介護人材の採用決定後から就業初期にかけて、介護施設・事業所において

外国人介護人材を円滑に受け入れるための取組（国内に在住する留学生等の外国

人材とのマッチングも含む） 

 定着 

➢ 外国人介護人材が就業開始後も安心して働き続けられるようにし、人材の成長や

地域での中長期的な活躍につなげるための取組 

 

図表 1 プロジェクトアプローチ 

 

 

 実施概要 

（1） 令和６年度アンケート調査結果を踏まえた自治体の取組整理 

 令和６年度 厚生労働省 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「海外現地

と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調査研究事業」で実施した自治体に対す

るアンケート調査結果をもとに、「獲得・確保」「受入れ」「定着」の各フェーズで具体的にどの

ような取組が自治体でなされているかを分類・整理した。 

 

図表 2（参考）令和６年度事業実施アンケートの回収数・回収率 

調査対象者数 回答数 回収率 

1,794 自治体 559 自治体 31.2％ 

（出典：厚生労働省 令和６年度 老人保健事業推進費等補助金 

老人保健健康増進等事業「海外現地と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調

査研究事業報告書」） 
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（2） 自治体に対するヒアリング調査 

 外国人介護人材の確保等に取り組む自治体等の実態及び、積極的な取組を行う事例やそ

の効果、プロセス等を明らかにすることを目的に、自治体に対するヒアリング調査を実施

した。 

 

図表 3 ヒアリング調査対象一覧 

# 自治体 
外国人介護人材に特化

したセンターの有無 
海外等との協定締結 

1 滋賀県 健康医療福祉部 ○ ― 

2 兵庫県 福祉部 ○ ― 

3 福井県 健康福祉部 ○ ミャンマー、タイ 

4 長崎県 福祉保健部 ○ ベトナム 

5 静岡県 健康福祉部 ○ モンゴル 

6 
神奈川県川崎市  

健康福祉局長寿社会部 
○ ベトナム 

7 新潟県 福祉保健部・産業労働部 ― ― 

8 三重県 医療保健部 ― インドネシア 

9 香川県 商工労働部・健康福祉部 ― フィリピン 

10 岩手県宮古市 企画部・保健福祉部 ― インドネシア マナド市 

11 岡山県美作市 政策推進部 ― ベトナム 

 

（3） センターに関するアンケート調査 

自治体がとりうる外国人介護人材の確保等の施策のうち、自治体が関与（直営・委託・補

助等）し、継続的な体制として設置・運営している拠点（センター等）の体制や役割、運用

の実態を把握することを目的として、都道府県の介護・福祉部局、産業・商工労働部局を対

象に、センターに関するアンケート調査を行った。 

 

図表 4 回答数等 

 
対象数 回答数 

内センター 

設置数 

設置 

センター数 

介護・福祉部局 47 44 15 16 

産業・商工労働部局 47 36 27 35 

 

（4） 自治体交流会の開催 

自治体が、外国人介護人材の「獲得・確保」に向けた取組の進め方や活用可能な制度・支

援策への理解を深めるとともに、他自治体の事例共有やテーマ別の意見交換を通じて、実践

的な知見を相互に共有し、自自治体における取組の具体化につなげることを目的として、自
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治体交流会を実施した。 

 

図表 5 自治体交流会の概要 

セミナー名 
外国人介護人材の確保について知ろう！話そう！ 

自治体交流会 

開催方法 オンライン（ZOOM） 

プログラム 

 外国人介護人材の確保に活用できる補助金・基金事業の概要（厚

生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室） 

 フェーズ別にみる自治体の取組と補助金の活用について（株式会

社 NTT データ経営研究所） 

 外国人介護人材確保に向けた自治体の取組の変遷について（福井

県、滋賀県、岩手県宮古市） 

 自治体による意見交換会（テーマ別でのグループディスカッショ

ン） 

 

（5） セミナーの開催 

自治体における外国人介護人材の「獲得・確保」等の好事例を共有し、自治体等が今後の取

組の検討に役立てるとともに、自治体・海外機関・企業等の関係者間のネットワークを構築し、

継続的な情報交換を促進することを目的として、本セミナーを開催した。 

 

図表 6 セミナーの概要 

セミナー名 自治体・事業者のための外国人介護人材 確保・定着セミナー 

開催方法 オンライン・対面 

プログラム 

 外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する政策動向（厚生労

働省 社会・援護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室） 

 今年度の事業紹介（株式会社 NTT データ経営研究所） 

 外国人材受入促進のための海外との連携に係る香川県の取組（香

川県 商工労働部 労働政策課） 

 新潟県における外国人介護人材の受入れ・定着の取組（新潟県 福

祉保健部 高齢福祉保健課） 

 自治体等との連携事例（公益社団法人  国際厚生事業団

（JICWELS）） 

 パネルディスカッション 
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（6） 自治体向けガイドブックの作成 

自治体が外国人介護人材の「獲得・確保」に関する取組を進める際の実務的な参考資料とし

て、取組の意義（Why）、内容（What）、進め方やポイント（How）を整理し、自治体の施策

の検討や実践に役立てていただくことを目的として、主に都道府県等の外国人介護人材受入れ

主管課の担当者を対象に、ガイドブックを作成した。 

 

図表 7 ガイドブック 目次 

大項目 中項目 

はじめに  本ガイドブックについて① 

 本ガイドブックについて② 目的、対象者、構成 

 本書のフォーカス 

Why  外国人介護人材の「獲得・確保」に自治体の関与が求められる背

景 

 人材の「獲得・確保」における海外との競争激化 

 介護事業者単独で「獲得・確保」を進めることの難しさ 

 市区町村単独で「獲得・確保」を進めることの難しさ 

 自治体（都道府県）が関与する意義 

What  自治体の外国人介護人材の取組（フェーズごとの整理） 

 「獲得・確保」の取組 

➢ 各取組の概要：【獲得・確保】 

 各取組を一元的に実施するセンター 

How  「獲得・確保」の４つの取組（全体像） 

➢ ①情報収集・調査のポイント 

➢ ②関係構築・連携強化のポイント 

➢ ③受入れのスキームの策定のポイント 

➢ ④広報・採用活動のポイント 

参考資料  自治体で「獲得・確保」を進める 

外国人介護人材等の受入れ等に関する自治体の取組を知る 

 外国人介護人材についての理解を深める 

 

 

 実施体制 

本研究事業を効果的に進め、自治体向けに作成するガイドブックについてより自治体の方に

参考にしていただけるようにすることを目的として、学識者、有識者、外国人介護人材の「獲

得・確保」に取り組む自治体の職員等による検討委員会を設置した。 
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図表 8 検討委員会 構成員 

氏名 所属先 

青山 仁美 滋賀県 健康医療福祉部 医療福祉推進課 主任主事 

伊藤 優子 龍谷大学 短期大学部 社会福祉学科 教授 

岡 照晃 福井県 健康福祉部 長寿福祉課 課長 

千正 康裕 株式会社 千正組 代表取締役社長 

宮本 佳穂 兵庫県 福祉部 高齢政策課 副主任 

矢口 浩也 公益社団法人 国際厚生事業団（JICWELS） 

外国人介護人材支援 部長 

（計６名 敬称略、氏名 50 音順） 

 

図表 9 オブザーバー（厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室） 

氏名 所属先 

岡本 慎 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 室長補佐 

金山 峰之 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 介護人材定着促進専門官 

酒井 瑞生 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 

外国人介護福祉士支援係長 

松原 なつよ 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 外国人介護福祉士支援係  

萩尾 風太 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 外国人介護福祉士支援係 

（敬称略） 

 

図表 10 運営事務局（株式会社 NTT データ経営研究所） 

氏名 所属先 

奈良 夕貴 
ライフ・バリュー・クリエイションユニット  

マネージャー 

山崎 智美 
ライフ・バリュー・クリエイションユニット  

マネージャー 

保坂 真名 
ライフ・バリュー・クリエイションユニット  

シニアコンサルタント 

芦澤 佐紀 
ライフ・バリュー・クリエイションユニット  

コンサルタント 
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第2章. 令和６年度アンケート調査結果を踏まえた自治体の取組内容 

 アンケートの概要 

 本事業を効果的に進めるにあたり、昨年度実施したアンケート調査をもとに自治体の取組に

ついて、類型化を行った。概要は以下に記載するものの、本アンケート調査の概要は、報告書

に掲載のため、参照されたい。 

 

海外現地と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調査研究事業 事業報告書 

掲載先：https://www.nttdata-strategy.com/roken/report/index.html#r06_3  

 

（1） 調査目的 

令和６年度の老健事業「海外現地と自治体等の連携による外国人介護人材確保策に係る調査

研究事業」において、外国人介護人材の質と量の確保のため、海外現地の行政機関や学校等と

の協定を締結する等、外国人介護人材の確保に取り組む自治体の実態を把握することを目的と

して、アンケート調査を実施した（以下、令和６年度調査）。 

 

（2） 調査対象 

全国 1,794 自治体（47 都道府県、1,724 市町村、23 特別区）のうち外国人介護人材の人材確

保等を担当している部署 

 

（3） 調査方法 

調査対象者に対して Excel 調査票を送付の上実施（厚生労働省より各都道府県並びに政令市の

担当者に送付。市区町村については、各都道府県より送付を依頼した。） 

 

（4） 調査時期 

2025 年１月 17 日（金）～2025 年２月 12 日（水） 

※回答にあたっては、2024 年 12 月１日時点の情報の回答を得た。 

 

（5） 調査項目 

主な調査項目は下記の通り。 

 基本情報 

 実施している取組 

➢ A：海外との覚書や合意 

➢ B：A 以外の海外とのつながり 

➢ C：外国人介護人材の人材確保・育成・定着等を目的とした国内法人等との取組 

➢ D：その他 ※介護分野に限らない外国人への支援に資する取組 

 取組概要 

https://www.nttdata-strategy.com/roken/report/index.html#r06_3
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 取組経緯 

 取組の進め方 

 取組の現状、課題 

 取組の今後の展開 など 

 

（6） 回答数 

調査期間中に 559 自治体（うち、都道府県 34 自治体、政令指定都市 14 自治体、中核市 48

自治体）より回答を得た。 

 

図表 11 アンケート回収数・回収率 

調査対象者数 回答数 回収率 

1,794 自治体 559 自治体 31.2％ 

 

 

 

 アンケート結果から見えた自治体の取組 

（1） フェーズの整理 

これまでも、外国人介護人材に関しては、自治体で受入れや定着に関する取組が積極的に展

開されてきた。 

一方で、これらの取組の用語や実施フェーズについては、必ずしも明確な定義が共有されて

いるわけではない。 

令和６年度調査では、自治体による多様な取組が確認された。こうした取組の全体像を把握

しやすくするため、アンケート調査で得られた自治体の取組状況を踏まえ、外国人介護人材の

受入れのフェーズごとに整理し、類型化を行った。 

その結果、外国人介護人材に関する取組は、「獲得・確保」から「受入れ」、「定着」まで、大き

く３つのフェーズに区分して捉えることができると考えられる。 

 

図表 12 外国人介護人材の「獲得・確保」から「定着」までの流れ 

 

 なお、本整理は本事業における自治体の取組を分析するための枠組みであり、各自治体の実
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情によって取組の位置づけや開始時期、重点の置き方は異なる。 

 

図表 13 各フェーズの取組 

 

 

（2） 取組の整理 

1） 「獲得・確保」のフェーズの取組 

自治体が取り組む外国人介護人材の「獲得・確保」に関する取組について、「情報収集・調

査」、「関係構築・連携強化」、「受入れのスキーム策定」、「広報・採用活動」の４つに整理した。 

 

① 情報収集・調査 

「情報収集・調査」には、自治体内外を対象とした実態把握が含まれる。具体的には、「自治

体内（受入れ側）の実態把握」「内部資源の把握」「海外現地の情報収集」が挙げられる。これ

らの取組は、自治体が地域の実情に即した方針や取組の方向性を定めるとともに、海外への働

きかけを進める前に、その妥当性や実現可能性を見極めるうえで重要である。特に、海外現地

の状況やニーズ、想定されるリスク等を把握することは、戦略立案や広報・採用活動を効果的

に進めるための基礎となる。 
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図表 14 「獲得・確保」のフェーズの取組 ＜情報収集・調査＞ 

フェーズ：獲得・確保 ＜情報収集・調査＞ 

カテゴリー 目的 内容 

自治体内（受入

れ側）の実態把

握 

自治体内の外国人介護人材

の受入れ状況や意向、課題

を把握し、自治体としての

「獲得・確保」の規模感や

進め方、支援の重点を検討

するための基礎情報を得る

こと 

・ 介護事業者へのアンケート調査・ヒア

リング調査 

➢ 外国人介護人材を受け入れてい

る事業者への聞き取り 

➢ 例）受入れ数、在留資格、既存の受入れルー

ト、定着・離職の要因、相談内容の傾向、支

援に必要な体制・情報 等 

・ 既存の統計データや行政データの整理 

➢ 自治体における外国人の在留資格

の傾向や就労分野・業界等の実態

把握 

内部資源の把握 自治体内外に存在する人

的・制度的・組織的な資源

を把握し、「獲得・確保」を

進めるための手立てを得る

こと 

・ 庁内関係部局、地域の関係機関・団体へ

のヒアリング 

・ 既存施策・事業・協定等の棚卸し 

海外現地の情報

収集 

海外現地の状況やニーズ、

リスク等を把握し、自治体

での外国人介護人材に関す

る戦略立案や広報・採用活

動の参考とすること 

・ 現地の情報収集 

➢ 在外公館や JETRO、JICA 等の活

用 

➢ 有識者へのヒアリング 

➢ 自治体の海外事務所の活用 

➢ 厚生労働省  老人保健健康増進等

事業の調査報告等の活用 

（調査事項） 

➢ 求職者の意識・ニーズの把握 

➢ 賃金期待・キャリア志向・立地に対

する志向 

➢ 日本語教育の環境調査 

➢ 日本語学校や送出し機関の信頼性 

➢ 地域情報の把握等 

・ 対象国の人材確保に関する専門家等の

選定・連携 
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② 関係構築・連携強化 

「関係構築・連携強化」には、「海外現地への訪問・視察」や「協定締結」などの取組が含ま

れる。これらの取組は、外国人介護人材の「獲得・確保」を一過性のものではなく、継続的か

つ安定的に自治体が進めていくための基盤を築くうえでの最初の一歩として重要である。 

実際に自治体の取組では、初年度の協定締結だけでは取組が停滞していたものの、その後、

自治体による表敬訪問を通じて公的な関係が強化されたことで、必要な協定や実施枠組みの整

備が進んだ事例もみられた。こうしたことからも、公的なつながりを基盤とした関係構築は、

取組を具体化し、前進させるうえで重要であると考えられる。 

 

図表 15 「獲得・確保」のフェーズの取組 ＜関係構築・連携強化＞ 

フェーズ：獲得・確保 ＜関係構築・連携強化＞ 

カテゴリー 目的 内容 

現地への訪問・

視察 

現地行政・学校・機関と関

係構築を行い、安定的なパ

イプを確立すること 

送出し側の教育品質・コン

プライアンスを確認し、信

頼できる連携先を選定する

こと 

・ 知事や市長等による現地の表敬訪問 

➢ 担当者との意見交換 

➢ （視察と合わせて、日本の介護分野や自

治体の魅力を PR） 

 

・ 現地の日本語学校や送出し機関の施設

見学 

➢ 視察団での訪問 

協定締結 海外の自治体や教育機関と

公式な協力関係を結ぶこと

で、外国人介護人材を計画

的かつ安定的に受け入れる

関係や仕組みを作ること 

・ 海外現地との協定の締結 

➢ 海外の政府、政府機関との協定 

➢ 教育機関（日本語学校、現地の大

学等）との協定 

➢ 送出し機関等との協定 

・ 国内の事業者等との外国人介護人材確

保に関する連携協定の締結 

・ 協定の更新（モニタリング） 

 

③ 受入れのスキーム策定 

受入れのスキーム策定は、協定締結を実際の受入れにつなげるために不可欠なフェーズであ

る。実際、自治体の中には、協定締結には至っていても、入国前教育や各種手続、費用負担等

を含む具体的な受入れスキームの構築まで進まず、実際の外国人介護人材の受入れに結びつい

ていないケースもみられた。 

 一方で、実際に受入れを進めている自治体では、送出し機関や海外現地の教育機関等との協

定締結に加え、入国前の日本語教育や介護基礎教育などについて、誰がどの役割を担うのかを
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明確にし、受入れまでの流れを具体的な仕組みとして構築している例がみられた。 

 

図表 16「獲得・確保」のフェーズの取組 ＜受入れのスキーム策定＞ 

フェーズ：獲得・確保 ＜受入れのスキーム策定＞ 

目的 内容 

入国前教育・手続を標準化

し、外国人介護人材の受入

れまでのスピードを安定化

すること 

安定した質の人材を継続的

に確保すること 

・ 現地での教育から受入れまでのスキームの策定 

➢ 入国前の日本語 

➢ 介護基礎教育 

➢ 生活のオリエンテーション 

➢ 健康診断・書類準備・査証申請支援 

➢ 試験（日本語能力、技能試験等）受検計画 

➢ 費用負担の明確化 

 

 

④ 広報・採用活動 

「広報・採用活動」には、外国人介護人材に対して、介護分野で働くことの魅力や、日本・

自治体での魅力を発信する広報活動と、現地候補者と管内事業者をつなぎ、実際の採用に結び

つける採用活動が含まれる。 

ヒアリングでは、海外現地での面接会の場を活用して自治体の PR を行う事例や、外国人介

護人材本人がアンバサダーとして魅力発信を担う事例などがみられた。 

 

図表 17 「獲得・確保」のフェーズの取組 ＜広報・採用活動＞ 

フェーズ：獲得・確保 ＜広報・採用活動＞ 

カテゴリー 目的 内容 

広報活動 介護分野で働くことの魅力

や日本・自治体での生活環

境を広く伝え、候補者を集

め、関心と応募意欲を高め

ること 

・ 宣材ツールの作成 

➢ 自治体で介護職として働く PR 動

画の作成 

➢ 公表されている既存資料の利活用 

・ チラシ等の多言語化 

・ SNS での発信 

➢ SNS を活用した介護・自治体の発

信 

・ 現地の人材配置・派遣 

➢ 現地のコーディネーターの設置 

・ 来日して活躍している外国人介護人材

からの発信 
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フェーズ：獲得・確保 ＜広報・採用活動＞ 

カテゴリー 目的 内容 

採用活動 現地候補者と管内事業者の

面接を実施し、円滑に採用

につなげること 

・ 海外現地での説明会 

➢ 現地の合同説明会への参加 

➢ 現地の高校、大学、日本語学校で

の説明会の実施 

・ 海外現地での面接会 

・ 海外在住の外国人に向けた専用の広

報・採用ホームページの作成 

 

2） 「受入れ」のフェーズの取組 

「受入れ」には、外国人介護人材を円滑に採用し、来日後に安心して就労を開始できるよう

にするための取組が含まれる。自治体では、「マッチング・採用手続」、「現地での日本語教育・

介護教育」、「受入れ体制の整備」などに関する取組がみられた。 

マッチング・採用手続としては、海外現地の人材とのマッチングに加え、国内在住の留学生

等を対象とした説明会や面接会、職場見学会、インターンシップ、留学生と事業者の交流会な

どの取組もみられた。 

現地での日本語教育・介護教育としては、高校等への日本語教師の派遣や、介護福祉士等の

講師派遣のほか、JICA のスキームなど、既存の外部スキームを活用した事例もみられた。 

 

受入れ体制の整備としては、事業者向けセミナーの実施、自治体独自の受入れマニュアルや

ガイドブック、事例集の作成などがあった。あわせて、事業者同士の座談会や、外国人介護人

材の受入れ・育成に関する協議会の設置など、事業者や地域のネットワークづくりに関する取

組も確認された。 
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図表 18 「受入れ」のフェーズの取組 

フェーズ：受入れ 

カテゴリー 目的 内容 

マッチング・採

用手続き 

外国人介護人材と日本国内

の介護事業者との円滑なマ

ッチングを行い、スムーズ

な採用・来日につなげるこ

と 

・ 外国人の候補者と国内の事業者を面接

等でマッチング 

・ 国内の外国人向け説明会・面接会 

➢ 国内の留学生対象の説明会等の実

施 

・ 国内の外国人向け職場見学会、インタ

ーンシップ 

➢ 留学生と企業対象の交流会 

・ 採用・受入れに係る費用助成 

➢ 監理費用の助成 

➢ 登録支援機関等に支払う人材紹介

料、在留資格の手続きにかかる費

用の一部補助 

現地での日本語

教育・介護教育 

外国人介護人材が来日前に

必要な日本語能力や介護の

基礎知識を身につけられる

よう支援し、来日後の即戦

力化と定着を促すこと 

・ 現地での日本語教育 

➢ 高校等への日本語教師の派遣 

・ 現地での介護教育 

➢ 高校や日本語学校等への介護福祉

士（講師）を派遣 

➢ JICA のスキームの活用 

➢ 現地の日本語教育機関と連携 

受入れ体制（介

護事業者）の整

備 

外国人介護人材を円滑に受

け入れるために準備・職場

環境を整備すること 

・ 事業者向けのセミナー 

・ 受入れマニュアルの作成 

➢ 受入れのガイドブック 

➢ 受入れ事業者の事例集 

・ 職場環境整備 

➢ 翻訳機等の ICT やテクノロジーの

導入 

➢ 文化的又は宗教的な理由により必

要な社宅のリフォーム等の補助 

・ 事業者同士のネットワークづくり 

➢ 座談会 

・ 地域のネットワークづくり（仕組み） 

➢ 外国人介護人材の受入れ・育成の
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フェーズ：受入れ 

カテゴリー 目的 内容 

ための協議会 

➢ 外国人介護人材活用促進のための

協議会 

 

 

3） 「定着」のフェーズの取組 

「定着」には、外国人介護人材が地域や職場で安心して働き続けられるようにするための取

組が含まれる。自治体では、生活支援、学習支援、相談体制の整備、ネットワークづくり、介

護事業者への支援などが行われている。 

生活環境の整備としては、公営住宅や空き家の活用等の事例があった。あわせて、バスチケ

ットの配布、多言語の生活情報誌の発行、行政文書の翻訳、窓口での通訳支援、生活ルールに

関する動画作成などの取組も見られた。 

学習支援としては、資格取得支援のほか、外国人介護人材向けの日本語教室などの事例があ

った。 

相談体制の整備としては、多言語対応の相談窓口や専用ホットライン、メール相談の設置、

介護分野に関する専門相談員の配置、センター相談員による巡回訪問、メンタルケアの支援な

どがある。 

ネットワークづくりとしては、施設横断的に外国人介護人材を集めた交流会の実施や SNS

グループの作成のほか、日本人住民とのバスツアーなど、地域住民との交流機会を設ける取組

がみられる。 

事業者の定着環境整備としては、介護施設・事業所向けセミナーの実施や、受入れ環境整備

に向けた専門家による支援などが見られた。定着に関する取組は都道府県だけでなく、市区町

村においても多様に実施されていた。 

 

図表 19 「定着」のフェーズの取組 

フェーズ：定着 

カテゴリー 目的 内容 

生活環境の整備 外国人介護人材が地域で安

心して生活できる環境を整

え、生活上の不安や不便を

解消することで、長期就労・

定着を促進すること 

・ 住居支援 

➢ 公営住宅や空き家の活用 

➢ 家賃補助 

➢ 部屋探しガイドブック、民間賃貸

住宅入居円滑化ガイドラインの作

成・配布 

➢ 外国人学生住居アドバイザー事業 
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フェーズ：定着 

カテゴリー 目的 内容 

➢ 外国人介護人材の引っ越し費用の

補助 

・ 交通費に関する支援 

➢ バスチケットの配布 

・ 生活オリエンテーション 

➢ 生活情報誌(多言語)の発行 

➢ 行政文書の翻訳及び窓口や相談業

務での通訳サポート 

➢ 生活ルールの動画作成   

学習支援（介護

や日本語） 

言葉の壁や技能不足を解消

し、外国人介護人材が職場

で能力を十分発揮できるよ

うに支援すること 

・ 資格取得支援 

・ 日本語教育支援 

➢ 外国人職員向けの日本語教室やオ

ンライン講座 

➢ E ラーニング提供 

➢ 教材配布 

➢ 研修費用の助成 

相談体制の整備 

 

外国人介護人材の抱える問

題の早期解決とメンタルサ

ポートを図ること 

・ 相談窓口の設置 

➢ 窓口の設置、専用ホットラインや

メール相談（主要言語対応） 

・ 介護の専門相談員の配置 

➢ センターの相談員の配置、事業諸

等への巡回訪問 

・ メンタルケアのサポート 

ネットワークづ

くり 

 

外国人介護人材が職場内お

よび地域社会で孤立せず、

仲間意識や支え合いを持て

るような人間関係のネット

ワークを構築すること 

 

・ 交流会 

➢ 施設横断的に外国人職員を集めた

交流会の実施 

➢ SNS グループの作成 

・ 地域住民とのネットワークづくり 

➢ 日本人と合同の料理教室 

➢ バスツアー 

 

以上のように、自治体による外国人介護人材に関する取組は、「獲得・確保」「受入れ」「定

着」の各フェーズにわたり、多様な形で実施されていた。特に、「獲得・確保」においては、
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情報収集・調査による実態把握、海外現地との関係構築や協定締結、受入れに向けたスキー

ム策定、広報・採用活動といった複数の取組が相互に関連しながら進められていた。 

また、「受入れ」や「定着」においても、事業者向け支援、学習支援、生活支援、相談体制

の整備、地域内外のネットワークづくりなど、幅広い支援が展開されていた。中でも「定

着」に関する取組は、市町村を中心に実施されている事例も多く、外国人介護人材が地域で

安心して生活し、働き続けられる環境づくりにおいて、市町村が重要な役割を果たしている

ことがうかがえた。 

一方で、これらの取組は個別に実施されている場合も多いが、外国人介護人材の受入れを

着実に進めるためには、単一の取組で対応するのではなく、各フェーズに応じた取組を段階

的かつ一体的に進めていくことが重要である。実際に、センターを通じて各種支援を一元的

に実施している事例もみられた。 

さらに、「定着」の段階では、日本人住民と外国人介護人材を含む地域の外国人との交流機

会を設け、相互理解を深める取組もみられた。今後は、生活面・就労面の支援に加え、地域

における関係づくりを支える取組も一層重要になると考えられる。 

以上を踏まえると、自治体には、海外との関係構築から地域での生活・就労継続の支援ま

で、地域の実情に応じて多様な役割が求められているといえる。 

 

 

  



18 

 

第3章. 自治体に対するヒアリング調査 

 調査概要 

本調査研究事業では、海外現地の行政機関や学校等との覚書や合意を締結する等、外国人介

護人材の確保に取り組む自治体の実態を把握するため、海外現地との連携を行っている自治体

等に対してヒアリングを実施した。机上調査やアンケート結果より把握したヒアリング対象先

の自治体に対しては、外国人介護人材の受入れを検討した経緯、受入れにおいて課題となった

点、締結した覚書・合意、海外現地との連携の効果等について聞き取りを行った。 

 

（1） ヒアリング先の選定 

ヒアリング調査の対象自治体は、外国人介護人材等を支援するセンターの有無、海外現地と

の協定締結の有無、協定締結先や、受入れルートの確立状況等のバランスを踏まえて選定した。 

 

図表 20 ヒアリング先一覧 

# 自治体 
外国人介護人材に特化

したセンターの有無 
海外等との協定締結 

1 滋賀県 健康医療福祉部 ○ ― 

2 兵庫県 福祉部 ○ ― 

3 福井県 健康福祉部 ○ ミャンマー、タイ 

4 長崎県 福祉保健部 ○ ベトナム 

5 静岡県 健康福祉部 ○ モンゴル 

6 
神奈川県川崎市  

健康福祉局長寿社会部 
○ ベトナム 

7 新潟県 福祉保健部・産業労働部 ― ― 

8 三重県 医療保健部 ― インドネシア 

9 香川県 商工労働部・健康福祉部 ― フィリピン 

10 
岩手県宮古市 企画部・保健福祉

部 
― インドネシア マナド市 

11 岡山県美作市 政策推進部 ― ベトナム 

 

（2） 調査方法 

WEB 会議にてヒアリングを実施 

 

（3） 調査時期 

令和７年（2025 年）８月～令和８年（2026 年）２月 

 

（4） 調査項目 

 ヒアリングの主な項目は下記の通り。 
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・ 海外との協定・連携の状況 

➢ 覚書・合意等の締結状況 

➢ 協定の目的、内容、対象国の選定理由 

➢ 締結の背景、プロセス、関係機関との連携 

➢ 成果、課題、今後の展開 

・ センターの設置・運営の状況 

➢ 設立の背景、経緯、位置づけ 

➢ 役割・機能、意義・効果 

➢ 運営上の工夫、課題、持続性 

➢ 今後の展開 

・ 外国人介護人材に関する取組の状況 

➢ 現在の取組内容、取組の進め方 

➢ 背景・課題認識 

➢ 重点フェーズ（確保・受入れ・定着） 

➢ 体制、役割分担、KPI 

➢ 今後の展開 

・ 今後の支援ニーズ等 

➢ センターの必要性・設置意向 

➢ 補助金の活用状況 

➢ 市町村との連携状況 

➢ 必要な支援 等 

 

（5） 倫理的配慮 

本事業では、ヒアリング依頼時に事業の趣旨を説明し、同意を得た上で実施した。また、

報告書の内容はヒアリング先に確認したうえで掲載している。 
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 調査結果（各自治体） 

（1） 滋賀県  

滋賀県 健康医療福祉部 医療福祉推進課にヒアリングを行った。 

滋賀県では、外国人介護人材を支援する一元的なセンターを中核に、獲得・確保から受入れ、

定着までを一体的に進めていることが確認された。とりわけ近年は、初期に来日した人材が帰

国を検討する時期に入っていることを踏まえ、定着支援を強化し、長く県内で働き続けてもら

うことに重点を置いている点が特徴である。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、一元的なセンターについて把握できるよ

う、取組の概要、プロセス、フェーズごとの具体的な取組概要、外国人介護人材に関する予算、

一元的なセンターの機能・意義、センターのスキームの観点から整理した。 
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（2） 兵庫県 

兵庫県 福祉部 高齢政策課にヒアリングを行った。 

兵庫県では、一元的なセンターを基盤としつつ、県内の民間事業者や社会福祉法人等との連

携を生かして、外国人介護人材の獲得・確保から受入れ、定着までを段階的に進めてきたこと

が確認された。特に近年は、県内に蓄積された民間の受入れルートやノウハウを活用しながら、

受入れの拡大と、介護福祉士資格取得を含む定着支援の強化に重点を置いている点が特徴であ

る。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、一元的なセンターについて把握できるよ

う、取組の概要、プロセス、一元的なセンターの機能・意義の観点から整理した。 
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（3） 福井県 

  福井県 健康福祉部 長寿福祉課へのヒアリングを行った。 

福井県では、タイ・ミャンマーとの協定や覚書を基盤に、独自の受入れスキームを構築し、

獲得・確保から受入れ、定着までを一体的に進めていることが確認された。特に、現地での日

本語・介護教育を組み込んだ事前育成や、監理団体機能を有するセンターを活用した受入れ支

援など、来日前から来日後までを見据えて一貫して支える仕組みを整えている点が特徴である。

近年は、こうした基盤を生かしつつ、小規模事業者の受入れ拡大や介護福祉士資格取得支援を

含む定着支援の強化に重点を置いている。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、一元的なセンターについて把握できるよ

う、取組の概要、プロセス、一元的なセンターの機能・意義の観点から整理した。 
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（4） 長崎県 

 長崎県 福祉保健部 長寿社会課へのヒアリングを行った。 

長崎県では、ベトナムの大学との協定を基盤に人材の獲得・確保を進めてきた一方、近年は

事業者の受入体制づくりと定着支援の強化へと重点を移していることが確認された。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、協定締結のプロセス・ポイントが分かる

よう、取組の概要、プロセス、協定締結のプロセス・ポイント、一元的なセンターの機能・意

義、スキーム等の観点から整理した。 
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（5） 静岡県 

静岡県 健康福祉部へのヒアリングを行った。 

静岡県では、モンゴルとの友好協定や現地医科大学との覚書を基盤に、獲得・確保から受入

れ、定着まで幅広く取り組んできたことが確認された。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、協定締結のプロセス・ポイントが分かる

よう、取組の概要、プロセス、協定締結のプロセス・ポイント、一元的なセンターの機能・意

義の観点から整理した。 
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（6） 神奈川県 川崎市 

 神奈川県川崎市健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課から書面により回答を得た。 

川崎市では、一元的なセンターを市の取組の基盤として位置づけ、業務委託により受入れか

ら定着までを継続的に支援する体制を整備している。 

また、ベトナムの大学との覚書を活用し、インターンシップ受入れを進めていることが確認

できた。特に、センターが、現地大学や受入れ事業者との調整を担い、全体のコーディネート

を行うスキームを構築している点が特徴である。 

今回のヒアリングの結果については、川崎市の取組の全体像が把握できるよう、取組の概要、

協定締結のプロセス・ポイント、一元的なセンターの機能と意義の観点から整理した。 
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（7） 新潟県 

 新潟県 福祉保健部 高齢福祉保健課および産業労働部 雇用能力開発課にヒアリングを行っ

た。 

福祉保健部へのヒアリングを通じて、新潟県の外国人介護人材施策は、獲得・確保よりも受

入れ支援を中心に進められていることが確認された。 

また、産業労働部雇用能力開発課へのヒアリングでは、外国人材受入サポートセンターの取

組概要を確認した。同センターは、外国人材全般を対象とした相談・支援拠点であるが、介護

分野についても、市町村の福祉保健部局等と連携しながら、受入れに関する情報提供や事業者

支援を担っていた。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、一元的なセンターについて把握できるよ

う、取組の概要、プロセス、一元的なセンターの機能・意義の観点から整理した。 
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（8） 三重県 

 三重県 医療保健部 長寿介護課へのヒアリングを行った。 

三重県では、インドネシアとの協定を基盤に、県が公平・中立な立場でマッチングの機会を

設けることで、外国人介護人材の獲得・確保から受入れ、定着までを進めていることが確認さ

れた。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、協定締結のプロセス・ポイントが分かる

よう、取組の概要、プロセス、協定締結のプロセス・ポイントの観点から整理した。 
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42 

 

  



43 

 

（9） 香川県 

 香川県 商工労働部 労働政策課および健康福祉部 長寿社会対策課へのヒアリングを行っ

た。 
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（10） 岩手県宮古市 

 宮古市 企画部・保健福祉部へのヒアリングを行った。 

宮古市では、市として制度化された受入れ支援スキームはまだ整備途上にあるものの、地元

監理団体を起点にインドネシアのマナド市との LOI を締結し、外国人介護人材の確保から受

入れに向けた動きを進めていることが確認された。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、協定締結のプロセス・ポイントが分かる

よう、取組の概要、協定締結のプロセス、成果と課題の観点から整理した。 
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（11） 岡山県美作市 

 美作市 政策推進部 総合政策課へのヒアリングを行った。 

美作市では、市として外国人介護人材に特化した支援制度や一元的なセンターは設けていな

いものの、ベトナムとの既存の交流基盤を生かし、協定を起点に受入れスキームの構築を模索

してきたことが確認された。 

ヒアリング結果は、こうした取組の全体像および、協定締結のプロセス・ポイントが分かる

よう、取組の概要、協定締結のプロセス・課題の観点から整理した。 
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 まとめ 

 本調査のヒアリングでは、自治体が取り得る外国人介護人材の確保等の取組やプロセスを幅

広く把握することを目的として、取組主体、海外との協定締結の有無、送出しルートの確立状

況、一元的なセンターの設置状況等の観点から、取組の進め方や内容が異なる自治体を選定し

た。これにより、各自治体がどの段階で、どのような工夫や課題を抱えながら取組を進めてき

たのかを把握・可視化することを試みた。 

本まとめでは、こうしたヒアリング結果を基に、自治体の取組の全体的な傾向を概観した上

で、具体的な取組の状況や実施上のポイント、課題について整理する。 

 

（1） 自治体の取組状況 

 多くの自治体では、在留資格「介護」の創設や技能実習制度への「介護」職種追加

が行われた 2017 年頃までは、外国人介護人材本人に対する日本語学習支援や、介

護事業者に対する受入れ支援など、受入れの基盤整備に重点が置かれていた。 

 その後、特定技能制度が開始された 2019 年頃からは、外国人介護人材の「獲得・

確保」に関する議論や取組が一部の自治体で本格化した。しかし、2020 年以降の

新型コロナウイルス感染症の影響により、海外との往来や現地での人材募集が制

約されたことから、「獲得・確保」の取組が停滞する要因となった。このため、「獲

得・確保」の取組の開始時期や進展度には自治体によって差がある。 

 現在では、「獲得・確保」から「定着」までを一体的に進めている自治体がある一

方で、すでに一定の確保ルートや、受入れ実績を有する自治体では、取組の重点を

「受入れ」や「定着」支援へと移行する傾向が見られる。 

 さらに、外国人介護人材をまだ受け入れていない介護事業者への啓発を重点的に

進めている自治体も複数見られた。「獲得・確保」のルート開拓や数を確保するこ

とそのものよりも、県内全域での受入れを促進することに課題意識を持つ自治体

が一定数存在することがうかがえる。 

 また、外国人介護人材の受入れをまだ行っていない、あるいは受入れ経験が限られ

ている介護事業者が多い地域では、受入れ数そのものの拡大だけでなく、まず受入

れに対する理解を深め、受け入れる介護事業者の裾野を広げることに重点を置く

自治体も見られた。 

 このことから、自治体の取組は一律ではなく、自治体の受入れ状況や既存の基盤、

介護事業者の受入れの成熟度に応じて重点が異なることが確認された。 

 

1） 連携する国・地域の選定 

 外国人介護人材の「獲得・確保」を進めるに当たり、特定の主力国をあらかじめ設

定しない自治体がある一方で、現地における人材供給状況や市場特性を踏まえ、重

点的に連携する国・地域を選定している自治体も見られた。 
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 国・地域の選定にあたっては、相手国側からの働きかけや、自治体庁内の関係者か

らの紹介といった偶発的な要素が契機となる場合もあるが、その後の判断におい

ては、「市場が成熟しきっておらず、今後も人材供給の持続性が見込めること」「転

職リスクが比較的低いこと」「現地において日本の「介護」が一定程度認知されて

いること」など、中長期的に安定した人材確保を見据えた観点が重視されていた。 

 また、自治体が主導して協定や受入れルートを構築した国との関係を維持・強化す

るための工夫も見られた。例えば、「外国人介護人材獲得強化事業」の補助金を活

用して、自治体が連携する国に限定した広報を行う事業者に対して支援すること

で、特定の主力国との関係性を戦略的に強化している事例もあった。 

 

2） 外部機関との連携 

 外国人介護人材の「獲得・確保」の取組を比較的円滑に進めている自治体では、共

通して、取組を推進する上での中核となる個人や団体・組織との連携関係が構築さ

れていることが確認された。これらの連携は、海外との直接的な関係の有無にかか

わらず、取組の実効性を高める重要な要素となっている。 

 以下では、主な連携の形態について整理する。 

 

＜庁内ネットワークを起点とした連携＞ 

 庁内ネットワークを起点とした連携は、複数の自治体で共通して確認された。例え

ば、他分野における友好協定をきっかけとして覚書を締結し、介護分野での連携へ

と発展させた事例が見られた。 

 また、海外との接点自体は外部機関が有していたものの、健康福祉部（介護）、商

工労働部、国際課、交流推進部などが連携し、庁内に「海外窓口を一本化」したチ

ームを形成することで、海外対応を集約し、情報の分散や行政負担を軽減した事例

も確認された。 

 このように、既存の庁内資源や関係性を活用することで、新たな連携構築のハード

ルを下げているといえる。 

 

＜自治体の企業・介護事業者を起点とした連携＞ 

 地域の企業や介護事業者が有する海外との人的ネットワーク、送出し機関との関

係、監理団体・登録支援機関としての機能等を生かし、自治体の取組につなげてい

る事例も見られた。 

 自治体が単独で海外との関係を構築することが難しい場合でも、海外とのつなが

りのある事業者等を起点に連携を進めることで、海外との接点づくりや実際の運

用を支えていることが確認された。 
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＜一元的なセンターとの連携＞ 

 自治体が設置するセンターが海外連携や多言語対応の機能を有することで、受入

れから定着までの運用段階において、実務面を支える強力なハブ（調整拠点）とし

て機能している事例が見られた。 

 例えば、自治体が設置するセンターの職員が海外への情報発信や連携構築を担い、

受入れ後の技術的な相談にも対応できる体制を整えているほか、中国語・ミャンマ

ー語・英語に対応可能な職員を配置することで、外国人介護人材本人および受入れ

る介護事業者双方からの相談に柔軟かつ継続的に対応できる環境を構築している

事例もあった。 

 

＜業界団体との連携＞ 

 業界団体は、介護の魅力発信や受入れ促進に向けた調整役として、国内外の取組を

つなぐ存在として機能しており、「獲得・確保」の段階から関与することで、受入

れ後の定着支援まで含めた一貫性のある取組につながっている。 

 海外現地との直接的な関係を有していない場合であっても、業界団体が現地視察

に同行し、その後の県内での啓発や調整に貢献している事例が確認された。 

 業界団体との連携は、「獲得・確保」の段階から関与することで、受入れ後の定着

支援や、まだ受け入れていない介護事業者への喚起・啓発など、取組全体の一貫性

と実効性を高める上で重要であるといえる。 

 

＜公的機関との連携＞ 

 自治体単独では対応が難しい現地教育や調整を公的機関の制度やプログラムで補

完する事例も見られた。 

 例えば、JICA のスキームを活用した人材育成、大使館を通じた現地との調整・情

報収集を行っている事例など、公的機関と連携する事例があった。直接自治体が関

与していない場合であっても、現地の国立医療福祉大学等において JICA が介護分

野のセミナーを実施していたことが、結果として介護人材確保の基盤強化につな

がっている事例も確認された。 

 こうした連携は、自治体単独では対応が難しい海外現地での教育活動や関係機関

との調整を補完する役割を果たしており、自治体の負担を過度に増やすことなく、

「獲得・確保」に向けた取組を間接的かつ持続的に後押ししているといえる。 

 

以上のように、外部機関との連携は、自治体が独自に構築することが難しい海外との接点づ

くりの契機となるだけでなく、実際の運用段階における人材やノウハウを補完する役割も担っ

ていた。 

また、こうした連携は、「獲得・確保」の段階にとどまらず、「受入れ」や「定着」など、外
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国人介護人材を受け入れた後の環境整備を進める上でも重要な手段となっているといえる。 

さらに、自治体が設置する外国人介護人材等を支援する一元的なセンターが、監理団体とし

ての機能を併せ持つ場合などには、センターが自治体との連携のもとで、受入れ後の支援だけ

でなく、「獲得・確保」の段階から実務的な役割を担っていることも確認された。 

 

（2） 獲得・確保の取組を進める上での課題 

自治体では、外部機関等と連携しながら、試行錯誤を重ねて外国人介護人材の「獲得・確保」

に取り組んでいた。一方で、ヒアリングからは、取組を進める上での課題も確認された。以下

では、主な課題を整理する。 

 

＜海外現地での教育＞ 

 海外現地において、日本語教育や介護に関する教育の体制が十分に整っていない

場合、来日前の準備が不十分となり、特定技能試験への合格や、受入れ後に必要と

なる制度要件の充足が難しくなるという課題が確認された。 

 このため、海外からの受入れルートを検討する際には、現地でどのように教育機会

を確保するかも含めて検討することが、安定的な人材確保に向けた重要な論点で

あるといえる。 

 

＜現地での人材募集＞ 

 海外現地での人材募集については、広報や募集活動を誰が担うのかがスキーム上

明確でない場合、実効性のある募集につながりにくいという課題が確認された。 

 このことから、現地での人材募集を実効性あるものとするためには、募集・広報・

選考の各段階における役割分担をあらかじめ明確にし、関係者が一体となって動

ける体制を整えることが重要であるといえる。 

 

＜庁内調整・担当者の巻き込み＞ 

 外国人介護人材の「獲得・確保」は、介護部局のみで完結するものではなく、国際、

産業、雇用、企画等の関係部局や、介護事業者、監理団体、関係機関を含めた体制

づくりが不可欠である。 

 そのため、庁内外で認識を共有し、役割分担を整理しながら進める必要があるが、

こうした調整には時間と労力を要し、取組を進める上での大きなハードルとなる

場合があった。特に、取組の意義や必要性に対する理解の差がある場合には、関係

者を十分に巻き込めず、結果として取組の立ち上がりや推進に時間を要すること

が確認された。 

 このことから、現地視察への同行や、自治体の計画・施策への位置づけなどを通じ

て、庁内外の関係者が継続的に課題意識や目的を共有し、連携して取り組める体制
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を構築することが重要であると考えられる。 

 

＜受入れスキームの策定＞ 

 協定や覚書は関係構築の起点にはなるものの、それだけで人材確保が進むわけで

はなく、実際には現地教育、募集、送出し、監理団体・登録支援機関との接続まで

含めた具体的な運用設計が必要であることが確認された。 

 実際に、協定締結をしたものの、送出しルートや募集体制、受入れ後の支援体制が

十分に整わず、受入れに至っていない事例が見られたことから、受入れスキームは、

協定締結後の実務まで見据えて設計する必要があるといえる。 

 

＜国・地域の選定＞ 

 特定の国・地域との関係を基盤に取組を進めることは、海外との接点づくりや受入

れルートの構築において有効である一方、現地の人材市場の成熟や他地域との競

合の進展により、募集が難しくなる可能性がある。 

 このため、ヒアリングでは、これまで関係を構築してきた主力国との関係を維持し

つつも、新たな送出し国・地域を検討する必要性が意識されていた事例も見られた。 

 また、自治体が海外現地との関係を構築し、一定のスキームを整えたとしても、そ

の仕組みに介護事業者が十分に乗らない場合があることも確認された。 

 このことから、国・地域の選定に当たっては、海外側との関係構築だけでなく、地

域内の介護事業者にとって活用しやすい仕組みとなっているか、また受入れに向

けた啓発や支援が十分かという観点もあわせて検討することが重要であるといえ

る。 

 

＜KPI の設定＞ 

 外国人介護人材の「獲得・確保」に関する KPI 設定は、設定している自治体は限

られていた。実際に採用を行うのは事業者であるため、自治体が「受入れ人数」そ

のものを KPI として設定しても、施策の成果として評価しにくいという課題が見

られた。そのため、ある自治体では、自治体全体の受入れ人数ではなく、センター

が直接関与できる範囲として「募集求人数に対する内定率」を採用していた。 

 KPI について、設定を悩む自治体が多いと考えられるため、どのような指標が実態

に即しているのかについて、具体的な事例を示しながら整理することが重要であ

ると考えられる。 

 

 

以上のように、自治体が外国人介護人材の「獲得・確保」を進めるに当たっては、庁内外の

調整に加え、海外現地での教育や募集、実効性と持続可能性を備えたスキームの構築など、複
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数の課題が相互に関係しながら存在していた。特に、実際に取組を進めている自治体の多くで

は、海外現地とのネットワークや実務的なノウハウを有する外部団体と連携しながら、取組を

具体化していたことが確認された。 

このことから、自治体が安定的に取組を進めるためには、協定締結や送出しルートの確保に

とどまらず、関係者の役割分担を明確にしたうえで、外部団体の強みも生かしながら、地域の

実情に応じた持続可能な仕組みとして設計・運用していくことが重要であると考えられる。 
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第4章. センターに関するアンケート調査結果 

 調査概要 

（1） 調査目的 

自治体がとりうる外国人介護人材の確保等の施策のうち、自治体が関与（直営・委託・補助

等）し、継続的な体制として設置・運営している拠点（センター等）の体制や役割、運用の実

態を把握することを目的とする。 

 

＜本調査におけるセンターの定義＞ 

外国人介護人材を含む外国人就労者に関する支援について、自治体が関与（直営・委託・補

助等）し、継続的な体制として設置・運営されている拠点（以下、センター等）であり、以

下の機能のうち１つ以上を主たる役割として担っているもの。 

➢ 確保（海外とのルート構築、採用活動 等） 

➢ 受入れ（マッチング、受入れ体制整備 等） 

➢ 定着支援（生活支援、学習支援、事業者支援 等） 

➢ 相談対応（本人・事業者からの相談受付、関係機関へのつなぎ 等） 

 

（2） 調査対象 

47 都道府県の 

 介護・福祉関係部局 

 産業・商工労働関係部局 

  

（3） 調査方法 

調査対象者に対して Excel 調査票を送付の上実施（厚生労働省より各都道府県の介護・福祉

関係部局に送付。産業・商工労働部局については、介護・福祉部局より転送を依頼。） 

 

（4） 調査時期 

2026 年１月 29 日（木）～2026 年２月 12 日（木） 

※回答にあたっては、2025 年 12 月１日時点の情報の回答を得た。 

 

（5） 調査項目 

主な調査項目は下記の通り。 

 外国人介護人材を含む外国人就労者に対する取組の状況 

 センター等の設置状況 

 センター等の機能  

 基本情報、機能、役割、利用実態、庁内連携・外部連携、センターの成果・課題 等 

 （センター等が未設置の場合）センター等の設置意向 
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（6） 回答数 

 

図表 21 回答数等 

 対象数 回答数 内センター 

設置数 

設置センター

数 

介護・福祉部局 47 44 15 16 

産業・商工労働部局 47 36 27 35 

※総合政策部、国際部等の回答については上記に含めていない。 

※「産業・商工労働部局」の回答のうち、１自治体ではセンターを４か所設置（国内１か所、

国外３か所）しているが、本調査では２か所（国内１か所、国外はまとめて１か所）を回答対

象としている。（本調査結果ではセンター数 32 として集計） 

 

 

 調査結果（介護・福祉部局） 

(１) 問 2．令和７年 12 月１日時点で、貴部局では、外国人介護人材を含む外国人就労者に対

して事業や支援を実施していますか。（1 つ選択） 

 

図表 22 外国人就労者に対する事業や支援の実施有無 

選択肢 回答 割合 

1. 実施している 44 100.0% 

2. 実施していない 0 0% 

合計 44 100.0% 

 

(２) 問 2-2.（外国人就労者に対して事業や支援を「実施している」と選択した方）具体的に実

施している取組について教えてください。（複数回答） 

 

図表 23 実施している取組類型の平均実施率（n＝44） 

 

  

36.5%

45.6%

50.0%

確保

受入れ

定着
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図表 24 具体的に実施している取組（n＝44） 

 

 

＜その他＞ 

 外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援→経済連携協定（EPA）に基づき、公的な枠

組みで介護人材を受け入れる事業を対象に学習支援に係る経費を補助 

 外国人介護人材の活躍に資するツール等の導入支援 

 県内の介護事業所で就労する外国人介護人材に対し，円滑な就労・定着を図るため，介

護の日本語や文化の理解等，介護技能の向上につなげる集合研修を実施する。 

 海外現地で採用活動を行う法人に対する費用補助 

 受入初期経費に対する支援、留学生に対する奨学金給付に係る支援 

 外国人交流会の開催 

  

42.9%

35.7%

31.0%

52.4%

7.1%

7.1%

81.0%

42.9%

83.3%

64.3%

85.7%

83.3%

26.2%

14.3%

61.9%

14.3%

【確保】 1. 海外等との受入れルート・スキーム構築、その準備等（現地の情報

収集、現地視察等）

【確保】 2. 広報活動（宣伝ツールの作成、チラシ等の多言語化、SNSでの発

信、現地の人材配置・派遣等）

【確保】 3. 採用活動（海外現地での説明会、面接会等）

【受入れ】 4. マッチング・採用手続き（人材と事業者のマッチング、国内での外

国人向けの説明会等）

【受入れ】 5. 海外現地での日本語教育の実施

【受入れ】 6. 海外現地での介護教育の実施

【受入れ】 7. 受入れ事業者の体制整備（事業者向けセミナー、受入れマニュ

アルの作成、職場環境整備等）

【受入れ】 8. 事業者等からの相談対応

【受入れ】 9. 外国人材を受け入れていない事業者への受入れ促進（セミナー

等）

【定着】 10. 生活環境の整備（住居支援、交通等その他の支援等）

【定着】 11. 日本語学習支援

【定着】 12. 介護の専門知識、国家資格取得の学習支援

【定着】 13. 外国人材等からの相談窓口、相談体制の整備

【定着】 14. コミュニティ形成・ネットワーク支援

【定着】 15. 事業者等への定着支援（事業者向け定着セミナー、伴走支援

等）

【定着】 16. その他

確保     受入れ    定着 
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(３) 問 3. （問 2 で「実施している」と選択した方）令和７年 12 月１日時点で、貴部局では、

外国人介護人材を含む外国人就労者に対して、確保（海外とのルート構築、採用活動等）・

受入れ（マッチング、受入れ体制整備等）・定着支援（生活支援、相談体制、学習支援、事

業者支援等）・相談対応（本人・事業者からの相談受付、関係機関へのつなぎ等）の機能の

うち、１つ以上を常時・体系的に担っている拠点（センター）を設置していますか。（1 つ

選択） 

図表 25 センターの設置有無（n＝44） 

選択肢 回答 割合 

1. すべての機能を担うセンターを設置している 2 4.5% 

2. 一部の機能のみを担うセンターを設置している 13 29.5% 

3. センター（または同等の組織）は設置していない 29 65.9% 

合計 44 100.0% 

 

 

【介護・福祉部局】センター設置自治体 

(４) 問 3-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターの数を教えてください。（1 つ選

択） 

図表 26 センターの数（n＝15） 

選択肢 回答 

1. １ 14 

2. ２ 1 

3. ３以上 0 

合計 15 
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(５) 問 4.-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）設置年を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 27 センターの設置年（n＝16） 

選択肢 回答 

1.2008 年以前 1 

2.2009 年～2017 年 0 

11.2018 年 2 

12.2019 年 2 

13.2020 年 2 

14.2021 年 1 

15.2022 年 1 

16.2023 年 1 

17.2024 年 3 

18.2025 年 2 

19.不明 1 

合計 16 
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(６) 問 4-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置した理由について教えて

ください。（複数回答） 

 

図表 28 センターを設置した理由（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 外国人介護人材に特化したサポートが必要と判断したため 

 福祉分野で働くことを希望する方に対する就業の援助をするため 

 

(７) 問 4-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターの運営方法を教えてください。

（1 つ選択） 

図表 29 センターの運営方法（n＝16） 

選択肢 回答 

1. 自治体（直営） 0 

2. 自治体（委託） 15 

3. その他 1 

合計 16 

 

＜その他＞ 

 事業の一部をセンターに補助や委託している 

11.9%

23.8%

28.6%

16.7%

4.8%

4.8%

4.8%

0.0%

2.4%

2.4%

4.8%

1.外国人材の確保を計画的かつ効率的に進めるため

2.地域の事業者における外国人材の円滑な受入れを促進するため

3.受入れ事業者からの相談対応や支援ニーズに対応するため

4.外国人材が地域で安心して生活・就労・定着できるようにするため

5.外国人材に必要な研修・教育を体系的に実施するため

6.外国人材・受け入れる事業者への支援を一元化し、利用者（外国人・事

業者等）の利便性を高めるため

7.地域の事業者等からセンター設置に関する要望があったため

8.地域住民等に安心感を持ってもらうため

9.国の方向性・施策と整合的な体制を整えるため

10.他自治体の先行事例から、センター設置が効果的と判断したため

11.その他
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(８) 問 4-7. （問 4-5 で「２．自治体（委託）を選択した方）委託先の法人を教えてください。

（1 つ選択） 

図表 30 委託先の法人（n＝15） 

 

 

(９) 問 4-9. （問 4-5.で「2. 自治体（委託）」or「3. その他」を選択した方）センターでは、業

務を再委託していますか。（1 つ選択） 

 

図表 31 センター業務の再委託有無（n＝16） 

選択肢 回答 

1. はい 3 

2. いいえ 12 

3. 把握していない 0 

合計 15 

 

(１０) 問 4-10. （問 4-9.でセンター業務の再委託に「はい」と選択した方）再委託している

業務の内容を教えてください。 

 事業所訪問、窓口相談及び研修事業等に係るコミュニケーション支援業務 

 現地イベント出展時の作業等 

 監理団体の運営 

  

53.3%

20.0%

13.3%

0.0% 13.3%

0.0%

1. 社会福祉法人

2. 一般社団法人

3. 営利法人

4. NPO 法人

5. 学校法人

6. その他
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(１１) 問 4-11. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターの委託にあたり、特に重視

する点は何ですか。（３つまで選択） 

 

図表 32 センターの委託にあたり、特に重視する点（n＝15） 

 

 

(１２) 問 4-13. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の

機能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターの人員体制を教えてく

ださい。 

図表 33 センターの人員体制（n＝15） 

選択肢 回答数 平均値 最小値 最大値 

正規職員 15 3.13 1 7 

非正規職員 15 1.60 0 6 

その他（ボランティア、ボランティアや

アドバイザーなど） 

15 0.07 0 1 

  

71.4%

14.3%

14.3%

42.9%

42.9%

7.1%

57.1%

0.0%

1.対象とする外国人材の支援に必要な専門的な知識・経験を有している

2.登録支援機関・監理団体としての経験が豊富である

3.海外とのネットワークを有している

4.自治体内の事業者との関係性や連携が深い

5.関連分野における業務実績（類似事業の経験）がある

6.委託費用が適切である

7.行政との調整力・コミュニケーション能力が高い

8.その他
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(１３) 問 4-14. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置する際に活用してい

る財源を教えてください。（複数回答） 

 

図表 34 センターの設置する際に活用した財源（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 介護従事者の確保に関する事業 

 地域医療介護総合確保基金  

 介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置） 

 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業 

 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

 生活困窮者就労準備支援事業 

 県一財 

 市と 1/2 ずつ負担 

 

(１４) 問 4-16. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営する際に活用してい

る財源を教えてください。 

 

図表 35 センターの運営する際に活用した財源（n＝16） 

 

25.0%

68.8%

31.3%

0.0%

1.外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業

2.その他

3.独自財源

4.活用していない

25.0%

6.3%

25.0%

0.0%

62.5%

31.3%

0.0%

1.外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業

2.外国人介護人材受入促進事業

3.外国人介護人材研修支援事業

4.外国人介護人材獲得強化事業

5.その他

6.独自財源

7.活用していない
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＜その他＞ 

 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

 地域医療介護総合確保基金 

 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 介護職員長期定着支援事業（介護職員に対する悩み相談窓口設置事業） 

 介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

 生活困窮者就労準備支援事業 

 県一財 

 介護職員長期定着支援事業 

 介護事業所におけるハラスメント対策推進事業 

 外国人介護人材受入施設等環境整備事業 

 介護未経験者に対する研修等支援事業（基金） 

 

(１５) 問 4-18. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターでの対応言語を教えてくだ

さい。（外国人本人や海外現地とのやりとり等の際に、対応できる言語）（複数回答） 

 

図表 36 センターの対応言語（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 ネパール語 

 タイ語 

  

93.8%

37.5%

18.8%

18.8%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

1.日本語

2.英語

3.中国語

4.ベトナム語

5.インドネシア語

6.ミャンマー語

7.ベトナム語

8.その他
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(１６) 問 4-20. （問 4-18.で「日本語以外」を選択した方）対応できる言語は、どのような人

材で賄っているか教えてください。（複数選択） 

 

図表 37 言語の対応者（n＝8） 

 

  

43.8%

0.0%

6.3%

0.0%

0.0%

1.センター内職員

2.ボランティア

3.有識者やコーディネーター

4.自治体職員

5.その他
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(１７) 問 5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）当センターが現在担っている機能を教

えてください。（複数回答） 

 

図表 38 センターが担っている機能（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 外国人介護人材交流事業の実施 

 学生受入プログラムにおける激励会の開催。プログラム参加者を対象とした就職後のフ

ォローアップ研修の開催。 

18.8%

18.8%

12.5%

6.3%

37.5%

6.3%

6.3%

68.8%

93.8%

75.0%

18.8%

18.8%

43.8%

43.8%

50.0%

37.5%

56.3%

12.5%

【確保】1.海外等との受入れルート・スキーム構築、その準備等（現地の情報

収集、現地視察等）

【確保】2.広報活動（宣伝ツールの作成、チラシ等の多言語化、SNSでの発

信、現地の人材配置・派遣等）

【確保】3.採用活動（海外現地での説明会、面接会等）

【確保】4.その他、外国人材等の確保に関する取組

【受入れ】5.マッチング・採用手続き（人材と事業者のマッチング、国内での外

国人向けの説明会等）

【受入れ】6.海外現地での日本語教育の実施

【受入れ】7.海外現地での介護教育の実施

【受入れ】8.受入れ事業者の体制整備（事業者向けセミナー、受入れマニュア

ルの作成、職場環境整備等）

【受入れ】9.事業者等からの相談対応

【受入れ】10.外国人材を受け入れていない事業者への受入れ促進（セミナー

等）

【受入れ】11.その他、外国人材等の受入れに関する取組

【定着】12.生活環境の整備（住居支援、交通等その他の支援等）

【定着】13.日本語学習支援

【定着】14.介護の専門知識、国家資格取得の学習支援

【定着】15.外国人材等からの相談窓口、相談体制の整備

【定着】16.コミュニティ形成・ネットワーク支援

【定着】17.事業者等への定着支援（事業者向け定着セミナー、伴走支援

等）

【定着】18.その他、外国人材等の定着に関する取組

確保 受入れ 定着
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(１８) 問 5-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターは次のいずれかの事業機能（許

可・届出区分等）を有していますか。（複数選択） 

 

図表 39 センターの事業機能（n＝16） 

 

 

(１９) 問 5-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターが担う役割で、特に重要と考

えるものを教えてください。（３つまで選択） 

 

図表 40 センターが担う役割で、特に重要と考えるもの（n＝16） 

 

  

12.5%

18.8%

0.0%

6.3%

75.0%

1.登録支援機関

2.監理団体

3.人材派遣業

4.その他派遣・紹介に関わる機能

5.いずれもなし

12.5%

37.5%

75.0%

43.8%

43.8%

0.0%

12.5%

0.0%

0.0%

12.5%

12.5%

18.8%

18.8%

0.0%

1.外国人材の確保支援（海外現地連携、採用、情報発信など）

2.事業者と外国人材とのマッチング支援

3.事業者の相談対応

4.事業者の受入れ環境整備（手続き支援、受入れセミナー等）

5.外国人材への相談対応

6.外国人材の日本語学習支援

7.介護福祉士国家資格取得に関する研修の実施

8.介護福祉士国家以外の資格取得に関する研修の実施

9.多文化共生に向けた地域との橋渡し

10.相談・ニーズ等の一元管理（データ収集・分析）

11.庁内・関係機関との調整機能

12.事業者・教育機関・送り出し機関等とのネットワーク構築

13.センターの認知向上（情報発信・制度周知）

14.その他
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(２０) 問 5-6. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 5-4.を選んだ理由を教えてください。 

 外国人介護人材関連の中核としてセンターを設置することにより、各種相談（事業者及

び職員等）へのきめ細やかな対応や、一元的な情報収集及び共有を重視している。 

 外国人介護人材の更なる受入れに向けて、海外への魅力発信や都内介護事業所とのマッ

チングの取組を促進するため。 

 介護人材不足の中、介護職を希望する日本人も多くなく、外国人介護人材の雇用や雇用

検討の事業所が増えてきているため 

 事業者及び外国人材双方の知識不足や誤解による受入意欲低下、離職等を防ぐことが重

要であると考えるため。 

 確保という観点では、県内事業者のニーズ掘り起こし・受入れに向けた後押しや、海外

現地の教育機関・送出し機関等とのネットワークを構築することが必要。また、育成・

定着の観点では、入国された人材が安心して暮らし、働けるよう、気軽に相談ができる

場の提供に意義があると考える。 

 センターの認知度向上により、事業所と求職者のマッチングにつながると考えるから 

 外国人介護人材の確保と定着促進に繋がるため。その他、事業者や外国人材への相談対

応、日本語学習支援も重要であるため、３つに限定はできない。 

 セミナー開催やアドバイザーによる相談窓口の設置などにより「外国人介護人材の採用

未経験施設に対し外国人材の活用を働きかけていく必要がある。 

 

(２１) 問 5-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターの認知向上を図るため、以下

のような広報・周知活動を実施していますか。（複数回答） 

 

図表 41 センターの認知向上を図るための広報・周知活動（n=16） 

 

75.0%

18.8%

62.5%

37.5%

75.0%

68.8%

18.8%

43.8%

12.5%

6.3%

6.3%

1.自治体ホームページでの情報掲載・更新

2.広報誌・ニュースレター等での周知

3.チラシ・ポスターの作成および配布

4.SNS（X・Facebook等）を活用した発信

5.事業者向け説明会・研修会等での周知

6.センター職員による事業所への個別訪問・周知

7.外国人材向けの多言語による情報提供

8.関係機関（ハローワーク、国際交流協会、教育機関等）への情報提供

9.メディア（新聞・テレビ等）を通じた広報

10.特に広報・周知活動は実施していない

11.その他
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(２２) 問 5-9. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 5-7 でセンターの認知向上を図るた

めの広報・周知活動の実施理由を教えてください。 

 センター主導で、業界団体、職能団体、行政機関等で構成する「京都府外国人介護人材

連絡会議」を開催し、センター事業内容の情報提供をはじめ、外国人介護人材の受入れ

に関する現場の課題や取組状況を共有する場を設けている。 

 セミナーの案内文に、センターによる県内事業所・外国人介護人材向けセミナーの取組

を明記し、周知を図っている。 

 広報用チラシを作成し、関係団体等を通じて広報を行っている。 

 

(２３) 問 6 （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）令和 6 年度（2024 年 4 月から 2025 年 3

月）のセンターの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 42 センターの相談件数（令和６年度）（n＝16） 

 

  

12.5%

6.3% 0.0%

12.5%

18.8%18.8%

18.8%

12.5%
1. 1〜10件

2. 11〜20件

3. 21〜50件

4. 51〜100件

5. 101〜200件

6. 201件以上

7. 不明

8. 実績なし
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(２４) 問 6-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）令和 7 年度 10 月末（2025 年 4 月から

2025 年 10 月）までのセンターの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 43 センターの相談件数（令和７年度）（n＝16） 

 

 

(２５) 問 6-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）相談者の上位３つを教えてください。

（３つまで選択） 

図表 44 センターの相談者（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 日本人求職者 

 求職者 

  

12.5%
6.3%

6.3%

25.0%

6.3%

12.5%

31.3%

0.0%

1. 1〜10件

2. 11〜20件

3. 21〜50件

4. 51〜100件

5. 101〜200件

6. 201件以上

7. 不明

8. 実績なし

50.0%

100.0%

6.3%

6.3%

31.3%

18.8%

1.外国人材

2.事業者

3.日本語学校

4.介護福祉士養成施設

5.監理団体、登録支援機関

6.その他
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(２６) 問 6-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）主な相談内容を教えてください。（５

つまで選択） 

 

図表 45 主な相談内容（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 事業者からの求人情報掲載の依頼、現地送り出し機関（関連の登録支援機関）からの応

募 

 求人・求職の相談 

 在留資格（変更・継続等の申請や在留資格自体）に関する相談。介護福祉士修学資金貸

付に関する相談。 

 【事業者からの相談】外国人介護職員の住まいといった生活環境 

 外国人職員からの相談を受け付けているが、直接の相談はほとんど無い 

  

37.5%

25.0%

31.3%

25.0%

0.0%

56.3%

75.0%

31.3%

25.0%

25.0%

【外国人本人からの相談】1.日本語学習に関する相談

【外国人本人からの相談】2.資格取得（介護福祉士国家資格等）に関する

相談

【外国人本人からの相談】3.生活に関する相談（住居・交通・行政手続きな

ど）

【外国人本人からの相談】4.職場でのトラブルに関する相談

【外国人本人からの相談】5.キャリア形成に関する相談

【事業者からの相談】6.外国人材の確保に関する相談

【事業者からの相談】7.受入れ環境の整備に関する相談（制度・手続き・体制

など）

【事業者からの相談】8.人材育成に関する相談（日本語・介護技術・研修な

ど）

【事業者からの相談】9.人材定着に関する相談（離職防止・フォローアップ等）

10.その他

外国人本人     事業者     その他 
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(２７) 問 7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）庁内の連携体制を教えてください。（複

数回答） 

 

図表 46 庁内の連携体制（n＝16） 

 

 

(２８) 問 7-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 7.の省庁の連携体制について、具体

的にどのような場面や内容で連携していますか。 

 「外国人材受入推進ワーキンググループ」として、随時情報の共有やイベント開催案内

の周知等、適宜連携している。 

 月次でセンターから事業進捗の報告を受け、事業状況の確認を行っているほか、必要に

応じて随時連絡・相談を行う体制を整えている。 

 介護人材に対する事業は介護福祉部局でも実施しているため、人材センターでの事業実

施内容等について、適宜情報提供を行っている。 

 事業内容についての情報共有 

 研修会や交流会等を開催する場合の相互の情報共有 

 センターのイベントや面談会の周知等を連携して実施 

 直接連携している事業はない。 

 セミナー開催等について、産業労働部所管のポータルサイト内に掲載するなど、随時情

報共有を図っている。 

  

37.5%

12.5%

18.8%

0.0%

50.0%

0.0%

1.介護福祉部局

2.国際交流・多文化共生部局

3.産業振興部局

4.教育委員会・教育関係部局

5.特に連携していない（単独の部局で実施）

6.その他
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(２９) 問 7-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）（外部機関との連携体制）センターの

外部との関係機関との連携状況を教えてください。（複数回答） 

 

図表 47 センター外部との関係機関の連携状況（n＝16） 

 

＜その他＞ 

 入国在留管理局 

 国際厚生事業団 

 外国人材を受け入れている介護事業所 

 留学生受入プログラムマッチング支援委託事業者 

 人材募集業務を委託している現地コーディネーター 

 県介護福祉士会 

 

(３０) 問 7-6. （「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能のみ担

うセンターを設置している」を選択した方）（外部機関との連携体制）具体的にどのよう

な場面や内容で連携をしていますか。 

 年２回、「外国人介護人材支援センター運営連携会議」を開催し、行政、監理団体、養成

校等と意見交換を行っている。また、個別の案件ごとに必要に応じて連携している。 

 センターにおいて実施する事業所訪問、窓口相談及び研修事業等 

 外国人介護人材受入セミナーにおいて、事例紹介として介護事業所の方と実際に勤務さ

43.8%

31.3%

37.5%

18.8%

43.8%

0.0%

25.0%

12.5%

0.0%

12.5%

0.0%

18.8%

25.0%

【国内機関】1.介護福祉士養成施設

【国内機関】2.日本語学校

【国内機関】3.大学・専門学校

【国内機関】4.他部局が設置する外国人就労者向けのセンター

【国内機関】5.監理団体・登録支援機関

【国内機関】6.人材派遣会社

【海外機関】7.送出し機関

【海外機関】8.海外教育機関

【海外機関】9.在外公館

【海外機関】10.JICA等の公的機関

【海外機関】11.海外の民間事業者

【海外機関】12.特に連携していない

13.その他

国内機関 海外機関 その他
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れている人材に登壇いただいている。 

 求人への応募の際のやりとり 

 留学生受入プログラム留学生に関する相談支援 

 介護福祉士養成施設：主に留学のマッチング関連 

 他部局が設置する外国人就労者向けのセンター、監理団体・登録支援機関：随時、情報

共有、送出し機関、海外教育機関：主に特定技能や留学のマッチング関連 

 現地日本語教育、候補者情報の収集、入国前講習、面接、定着に関わるプログラム実施 

 国家試験対策講座の運営等 

 大学に行ってセンターの周知や説明会 

 当センターが主催するセミナーへの講師、リソースとしての参加等 

 

(３１) 問 8. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置した結果得られるメリ

ットについて教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 48 センター設置から得られるメリット（n＝16） 

 

  

37.5%

25.0%

6.3%

18.8%

81.3%

12.5%

18.8%

0.0%

37.5%

6.3%

0.0%

6.3%

0.0%

1.相談窓口が一元化されることで、利用者（外国人・事業者）が迷わず相談

できるようになった

2.センターの支援により、外国人材の安心感が高まった

3.センターの支援により、外国人材の定着率の向上につながった

4.センターの支援により、均一の支援が外国人材や事業者に対し提供できるよ

うになった

5.事業所や外国人材からの相談・ニーズを把握しやすくなった

6.情報収集や庁内調整が円滑になり、政策実施がスムーズになった

7.外国人材に必要な研修・教育を体系的に実施できるようになった

8.地域住民の安心感が高まった

9.介護現場に特化した支援が可能となった

10.国内外の介護関連機関との連携が進んだ

11.職種を問わずワンストップで相談を受けられるようになった

12.地域の外国人支援を包括的に実施できるようになった

13.その他



74 

 

(３２) 問 8-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、外国人材

の定着や離職防止につながると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 49 外国人材の定着や離職防止につながるか（n＝16） 

 

 

(３３) 問 8-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、部局や自

治体として外国人材や事業者からの情報やニーズの把握がしやすくなると感じますか。（1

つ選択） 

 

図表 50 外国人材や事業者からの情報やニーズの把握がしやすくなると感じるか（n＝16） 

 

 

18.8%

75.0%

6.3%

0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない

31.3%

68.8%

0.0% 0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない
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(３４) 問 8-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、外国人材

や事業者にとって相談しやすくなるなど、利便性が上がると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 51 外国人材や事業者にとって利便性が上がるか（n＝16） 

 

 

(３５) 問 8-6. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、地域全体

の外国人材の受け入れ体制の底上げにつながると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 52 地域全体の外国人材の受入れ体制の底上げにつながるか（n＝16） 

 

  

31.3%

62.5%

6.3%

0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない

31.3%

62.5%

6.3%

0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない
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(３６) 問 8-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）介護に特化したセンターを設置するこ

との意義や効果について教えてください。 

 

■相談対応・課題把握の拠点となる 

 受入れ事業者からの相談対応や支援ニーズへの対応。 

 外国人介護職員及び外国人介護人材を雇用している事業者の双方からの課題や相談を

集約できる。 

 介護事業所が抱える問題を把握することができる。 

 

■介護分野特有の制度・専門情報の提供 

 外国人介護人材の採用に必要な在留資格制度の説明や、受入れ後に「介護福祉士」の取

得を目指す必要があるといった、介護分野特有の情報を的確に提供することができる。

また、訪問介護での勤務解禁やパート合格制度の導入など、最新の制度変更にも迅速に

対応し、関係者に対してタイムリーな情報提供が可能となる。こうした支援体制により、

外国人材の円滑な受入れと定着を促進する効果が期待される。 

 介護分野に特化した研修等を開催できる。 

 

■人材育成・定着支援 

 日本語能力向上や介護福祉士資格取得支援など、介護分野特有の育成支援が実施でき

る。 

 国家資格取得による長期定着を支援することで、介護現場の人手不足解消に寄与する。 

 在留期間満了まで働き、さらに国家資格取得により長期定着してもらうための支援が不

可欠。 

 介護事業所とのマッチングの取組を促進するため。 

 留学生受入プログラムの開始と同時期に設置し、同プログラムに参加する留学生を精神

面で支援する意義及び効果があると認識している。また、はっきりとした効果測定は難

しいものの、同プログラムの留学生に限らず幅広く外国人介護人材を支援することによ

り、受入増と定着に資するものであると考える。 

 介護分野における外国人介護人材の受入れにあたっては、他職種と比較して、日本語能

力や将来的な介護福祉士試験の受験を見据えたマッチングや育成支援が必要になる。介

護の現場をよく理解し、適切な人材をマッチングし、さらに育成できるセンターがある

ことで、介護現場における人材確保や育成の負担を軽減しながら、適切な人材を確保す

ることが可能になる。 
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■関係機関ネットワーク・運営ノウハウの活用 

 自治体内の介護事業者とのネットワークがあり、また、関連分野での実績から運営ノウ

ハウを蓄積している 

 

■その他 

 海外への魅力発信 

 

(３７) 問 8-8. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営するうえで、重要だと

思う要件を教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 53 センターを運営するうえで重要だと思う要件(n＝16) 

 

  

80.0%

80.0%

0.0%

20.0%

46.7%

6.7%

33.3%

6.7%

0.0%

1.外国人支援に関する知識を持つ職員がいること

2.担当分野（介護等業種別）に関する専門知識を持つ職員がいること

3.多文化コミュニケーション能力を持つ職員がいること

4.庁内の関係部署と連携できる体制があること

5.事業所・地域団体との連携体制があること

6.相談記録・情報共有・モニタリングの仕組みがあること

7.安定した財源・予算が確保されていること

8.外国人職員又は連携する外国人がいること

9.その他
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(３８) 問 8-10. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営する上で、感じてい

る課題があれば教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 54 センターを運営する上で感じている課題（n=16） 

 

＜その他＞ 

 事業者及び外国人介護人材からの相談件数が低調であること。 

 認知度の向上 

 センターの知名度不足 

 財源及び予算の確保に苦慮している 

  

6.3%

6.3%

12.5%

31.3%

0.0%

50.0%

12.5%

0.0%

6.3%

0.0%

6.3%

12.5%

25.0%

1.相談件数や業務量が増加し、対応が追いつかない

2.事業所の個別課題（離職・業務負荷など）への対応負担が大きい

3.海外の関連機関との調整・コミュニケーション負担が大きい

4.センターが十分に活用されていない

5.庁内調整の負担が大きい

6.介護分野・外国人双方に専門的な知識・経験をもつ人材の確保が難しい

7.介護特有の制度や情報の更新に対応する負担が大きい

8.相談分野が広く優先順位づけが難しい

9.担当業務が多岐にわたり対応が追いつかない

10.多文化共生・教育・雇用との連携に時間がかかる

11.生活支援・就労支援など範囲が広く負担が大きい

12.特になし

13.その他
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(３９) 問 8-12. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）今後、センターとして強化したい、

または新たに追加したい支援のフェーズがあれば、教えてください。（複数回答） 

 

図表 55 今後センターとして強化したい・新たに追加したい支援フェーズ(n＝16) 

 

 

(４０) 問 8-13. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 8-12.の理由を教えてください。 

■確保に関連した理由 

 人材確保が急務だと考えるため 

 セミナー開催やアドバイザーによる相談窓口の設置などにより「外国人介護人材の採用

未経験施設に対し外国人材の活用を働きかけていく必要がある。 

 

■受入れに関連した理由 

 受入については、これまでの自治体取組により事業所独自で可能になってきたが、定着

については都市部への流出や受入体制の構築など課題も多く支援が必要と感じている

ため。 

 現場では監理団体の質にばらつきがあり受入れが難しいこと、技能実習・特定技能では

在留期間が５年に限られる制度的制約、さらに資格取得者が少ないにもかかわらず支援

が不足していることから定着が進みにくいという課題がある。これらを踏まえ、監理団

体等とのマッチング支援、日本語学校等の留学生に対する介護福祉士養成校への進学・

就労促進、介護福祉士試験対策講座の開講を行い、受入れ・定着・相談対応を強化して

いく。 

 

■定着に関連した理由 

 外国人介護人材の確保は一定程度進んできているものの、その後に首都圏などへの流出

が課題となっているため。 

 介護福祉士試験に合格し、長く県内の事業所に勤めていただくことが、中長期的な人材

18.8%

18.8%

50.0%

18.8%

43.8%

1.確保

2.受入れ

3.定着

4.相談対応

5.特になし
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不足への対応策となると考えるから。（確保が順調であっても、定着がうまくいかず、

県外へ人材が流出すれば、人材不足への対応策となり得ないから。） 

 受入事業所の広がり、県内定着に向けた機能強化を期待したい 

 今後、介護福祉士国家試験の受験資格を得る方が増加するため、国家資格対策の支援と、

国家資格合格後にも継続して働いていただくことが重要と考えられる。 

 

■その他 

 現在のスキームの中でより効果的に事業展開できるよう取り組んでいるため。 

 一通り実施しているため。 

 

(４１) 問 8-14. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）今後、センターが地域の中でどのよ

うな役割を担っていくべきだと思いますか。 

 委託事業者に今後も相談業務を継続してもらい、外国人介護人材の育成についての情報

を蓄積してもらい、そのノウハウを活かし今後地域で中心的に担ってなってもらいた

い。 

 センターが外国人介護人材関係の事業を行う「中核」として、行政との連携をはじめ、

関係団体や各施設、外国人介護職員等からの相談対応や課題の把握、各種研修等の窓口

となる。 

 介護事業所とのマッチングを促進 

 介護事業所に十分に認知され、受入から定着まで一体的に相談できる体制。 

 引き続き、外国人介護人材の確保・育成・定着をワンストップで担っていくことを期待

している。 

 受入事業所、外国人介護職員の相談解決および定着支援 

 事業者の好事例、先進事例等を横展開し、事業者間の情報交換等をつなぐ役割。 

 事業所や地域とのつながりをもち、求職者等の相談者によりそった支援を行う役割 

 

(４２) 問 8-15. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営するにあたり、必要

な支援があれば教えてください。 

 現在ある基金メニューの維持や、県負担の割合が減るようなメニューの創出。 

 センター運営全般に活用可能な費用補助 

 国の補助金等による支援など、安定した財源・予算の確保 
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【介護・福祉部局】センター未設置自治体 

(４３) 問 9. 令和 7 年 12 月 1 日現在、貴部局では、外国人介護人材を含む外国人就労者に関

するセンターの設置を検討していますか。（1 つ選択） 

選択肢 回答 割合 

1. 設置を検討している 1 3.4% 

2. 設置を検討していない 27 93.1% 

3. 過去に検討したが見送った 1 3.4% 

4. 過去に設置していたが、現在は設置していない（廃止した） 0 0.0% 

合計 29 100.0% 

 

(４４) 問 9-2. （問 9 で「センターの設置を検討している」を選択した方）センターの設置を

検討している理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数１、選択肢は以下の通り＞ 

 外国人材の確保を計画的かつ効率的に進めるため 

 地域の事業者における外国人材の円滑な受入れを促進するため 

 受入れ事業者からの相談対応や支援ニーズに対応するため 

 外国人材が地域で安心して生活・就労・定着できるようにするため 

 外国人材に必要な研修・教育を体系的に実施するため 

 外国人材・受け入れる事業者への支援を一元化し、利用者（外国人・事業者等）の利便

性を高めるため 

 

(４５) 問 9-4. （問 9 で「センターの設置を検討している」を選択した方）センターの設置を

検討している場合、どのような機能を担うことを想定していますか。（複数回答） 

＜回答数１、選択肢は以下の通り＞ 

 確保 

 受入れ 

 定着 

 相談対応 
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(４６) 問 9-6. （問 9 で「センターの設置を検討していない」を選択した方）設置を検討して

いない理由を教えてください。（複数回答） 

 

図表 56 設置を検討していない理由（n＝27） 

 

 

＜その他＞ 

 2 の項目のうち、外国人介護人材の「定着」に対応できるような窓口やセンターについ

ては、多文化共生の取組として国際交流財団に設置されているため。 

 他部署で設置を検討しているため 

 

(４７) 問 9-8. 問 9 で「センターを過去に設置していたが見送った」過去に検討したが見送

った理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数１、選択肢は以下の通り＞ 

 事業所からの要望が限定的で、必要性が低いと判断したため 

 委託先（専門性を有する職員含む）を確保できないため 

 国の制度変更や予算動向が不透明で、判断を先送りしたため 

 

(４８) 問 9-10. （問 9 で「センターを過去に設置していたが、現在は設置していない（廃止

した）を選択した方」過去に検討したが見送った理由を教えてください。（複数回答） 

 該当なし 

 

  

22.2%

55.6%

0.0%

18.5%

11.1%

14.8%

25.9%

0.0%

7.4%

1.自治体として既に「確保」「受入れ」「定着」に関する取組を実施しており、セ

ンター設置の必要性を感じないため

2.他部署で外国人介護人材の「確保」「受入れ」「定着」に対応できるような窓

口やセンターが設置されているため

3.外国人の就労者に関して、相談・受入れ件数が少なく、必要性が低いため

4.事業者などからの要望がほとんどないため

5.現在の担当部署で十分対応できているため

6.予算の確保が難しいため

7.委託先（専門性を有する職員含む）を確保できないため

8.事業者等での支援体制が整っているため

9.その他
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 調査結果（産業・商工労働部局） 

(１) 問 2．令和 7 年 12 月 1 日時点で、貴部局では、外国人介護人材を含む外国人就労者に対

して事業や支援を実施していますか。（1 つ選択） 

 

図表 57 外国人就労者に対する事業や支援の実施有無 

選択肢 回答 割合 

1. 実施している 34 94.4% 

2. 実施していない 2 5.6% 

合計 36 100.0% 

 

(２) 問 2-2.（問 2.で、外国人就労者に対して事業や支援を「実施している」と選択した方）具

体的に実施している取組について教えてください。（複数回答） 

 

図表 58 実施している取組類型の平均実施率（n＝34） 

 

  

6.6%

8.1%

4.5%

確保

受入れ

定着
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図表 59 具体的に実施している取組（n＝34） 

 

＜その他＞ 

 外国人材に特化せず、職場のトラブルに関する労働相談を受けている。 

 県内に定着してもらうための支援（Thanks Party の開催） 

 外国人材のキャリアアップを応援する事業者向け補助金交付（がんばる外国人材キャリ

アアップ応援企業補助金） 

 公立日本語学校開設運営支援 

 外国人材の受入れの取り組みに優秀な企業を表彰し，その取組みを広報。 

 県内の在留外国人で一番多いベトナム人と旧正月を祝い，県民の在住ベトナム人への理

解を促進するベトナム・テト（旧正月）フェスタの開催" 

 留学生に対する在留資格変更手続きの事務指導や日本の労働慣行等を説明するワーキ

ングセミナー 

6.8%

7.6%

5.2%

9.6%

2.0%

0.0%

12.4%

12.0%

12.4%

2.8%

8.0%

0.4%

5.6%

1.6%

11.6%

1.6%

【確保】 1. 海外等との受入れルート・スキーム構築、その準備等（現地の情報

収集、現地視察等）

【確保】 2. 広報活動（宣伝ツールの作成、チラシ等の多言語化、SNSでの発

信、現地の人材配置・派遣等）

【確保】 3. 採用活動（海外現地での説明会、面接会等）

【受入れ】 4. マッチング・採用手続き（人材と事業者のマッチング、国内での外

国人向けの説明会等）

【受入れ】 5. 海外現地での日本語教育の実施

【受入れ】 6. 海外現地での介護教育の実施

【受入れ】 7. 受入れ事業者の体制整備（事業者向けセミナー、受入れマニュ

アルの作成、職場環境整備等）

【受入れ】 8. 事業者等からの相談対応

【受入れ】 9. 外国人材を受け入れていない事業者への受入れ促進（セミナー

等）

【定着】 10. 生活環境の整備（住居支援、交通等その他の支援等）

【定着】 11. 日本語学習支援

【定着】 12. 介護の専門知識、国家資格取得の学習支援

【定着】 13. 外国人材等からの相談窓口、相談体制の整備

【定着】 14. コミュニティ形成・ネットワーク支援

【定着】 15. 事業者等への定着支援（事業者向け定着セミナー、伴走支援

等）

【定着】 16. その他

確保     受入れ    定着 
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(３) 問 3. （問 2 で「実施している」と選択した方）令和 7 年 12 月 1 日時点で、貴部局では、

外国人介護人材を含む外国人就労者に対して、・確保（海外とのルート構築・採用活動等）・

受入れ（マッチング、受入れ体制整備等）・定着支援（生活支援、相談体制、学習支援、事

業者支援等）・相談対応（本人・事業者からの相談受付、関係機関へのつなぎ等）の機能の

うち、１つ以上を常時・体系的に担っている拠点（センター）を設置していますか。（1 つ

選択） 

図表 60 センターの設置有無（n＝34） 

選択肢 回答 割合 

1. すべての機能を担うセンターを設置している 3 8.8% 

2. 一部の機能のみを担うセンターを設置している 24 70.6% 

3. センター（または同等の組織）は設置していない 7 20.6% 

合計 34 100.0% 

 

 

【産業・商工労働部局】センター設置自治体 

(４) 問 3-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターの数を教えてください。（1 つ選

択） 

図表 61 センターの数（n＝24） 

選択肢 回答 

1. １ 22 

2. ２ 4 

3. ３以上 1 

合計 27 
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(５) 問 4.-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）設置年を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 62 センターの設置年（n＝32） 

選択肢 回答 

1.2008 年以前 1 

2.2009 年～5.2012 年 0 

6.2013 年 1 

7.2014 年～10.2017 年 0 

11.2018 年 2 

12.2019 年 6 

13.2020 年 2 

14.2021 年 2 

15.2022 年 1 

16.2023 年 1 

17.2024 年 5 

18.2025 年 11 

合計 32 
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(６) 問 4-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置した理由について教えて

ください。（複数回答） 

 

図表 63 センターを設置した理由（n＝32） 

 

 

＜その他＞ 

 昭和 30 年 10 月の労働事務次官通知「中小企業労働相談機能の強化について」を踏ま

え、労働相談を実施してきた。 

 県内企業、特に中小企業は人材確保が困難になってきている中、企業と求職者のマッチ

ングによる県内企業の人材確保を支援するため。 

  

18.8%

87.5%

87.5%

31.3%

0.0%

34.4%

12.5%

3.1%

6.3%

12.5%

6.3%

1.外国人材の確保を計画的かつ効率的に進めるため

2.地域の事業者における外国人材の円滑な受入れを促進するため

3.受入れ事業者からの相談対応や支援ニーズに対応するため

4.外国人材が地域で安心して生活・就労・定着できるようにするため

5.外国人材に必要な研修・教育を体系的に実施するため

6.外国人材・受け入れる事業者への支援を一元化し、利用者（外国人・事

業者等）の利便性を高めるため

7.地域の事業者等からセンター設置に関する要望があったため

8.地域住民等に安心感を持ってもらうため

9.国の方向性・施策と整合的な体制を整えるため

10.他自治体の先行事例から、センター設置が効果的と判断したため

11.その他



88 

 

(７) 問 4-5. （問 3-2.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）センターの運営方法を教えてください。

（1 つ選択） 

図表 64 センターの運営方法（n＝32） 

選択肢 回答 

1. 自治体（直営） 3 

2. 自治体（委託） 28 

3. その他 1 

合計 32 

 

＜その他＞ 

 国際交流協会内にセンターを設置。センターに常駐する外国人材コーディネーター及び

外国人材受入支援コンシェルジュの人件費等について、県からの補助金として同協会へ

支出。 

 

(８) 問 4-7. （問 4-5.で「自治体（委託）」を選択した方）委託先の法人を教えてください。（1

つ選択） 

図表 65 委託先の法人（n＝28） 

 

＜その他＞ 

 公益財団法人 

 一般財団法人 

 行政書士会 

  

0.0%

7.1%

53.6%

0.0%

0.0%

39.3%

1. 社会福祉法人

2. 一般社団法人

3. 営利法人

4. NPO 法人

5. 学校法人

6. その他
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(９) 問 4-9. （問 4-5.で「自治体（委託）」または「その他」を選択した方）センターでは、業

務を再委託していますか。（1 つ選択） 

 

図表 66 センター業務の再委託有無（n＝29） 

選択肢 回答 

1. はい 9 

2. いいえ 20 

3. 把握していない 0 

合計 29 

 

(１０) 問 4-10. （問 4-9.でセンター業務の再委託に「はい」と選択した方）再委託している

業務の内容を教えてください。 

 外国人材の受入れに関する事業者からの相談対応を行政書士に委託している。 

 在留資格等に関する専門的な相談への対応を行政書士に再委託している。 

 在留資格等法律専門知識確認業務 

 広報物作成等 

 魅力発信動画制作（ベトナム、インドネシア語） 

 ホームページの作成 

 企業向けセミナー 

 専用ホームページの作成・管理 

 専門アドバイザー業務（県内企業に対する外国人材の受入れに係る相談対応、普及啓発、

体制整備及び定着支援 等） 
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(１１) 問 4-11. （問 4-5.で「自治体（委託）」を選択した方）センターの委託にあたり、特に

重視する点は何ですか。（３つまで選択） 

 

図表 67 センターの委託にあたり、特に重視する点（n＝28） 

 

 

(１２) 問 4-13. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の

機能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターの人員体制を教えてく

ださい。 

図表 68 センターの人員体制（n＝30） 

選択肢 回答数 平均値 最小値 最大値 

正規職員 30 4.1 0 18 

非正規職員 30 0.96 0 9 

その他（ボランティア、ボランティアや

アドバイザーなど） 

30 2.7 0 20 

※センターのうち、２か所は無回答 

 

(１３) 問 4-14. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置する際に活用してい

る財源を教えてください。（自由記述） 

 一般財源（13） 

 新しい地方経済・生活環境創生交付金（8） 

 自主財源（4） 

 地方創生推進交付金（3） 

85.7%

10.7%

10.7%

32.1%

78.6%

42.9%

17.9%

3.6%

1.対象とする外国人材の支援に必要な専門的な知識・経験を有している

2.登録支援機関・監理団体としての経験が豊富である

3.海外とのネットワークを有している

4.自治体内の事業者との関係性や連携が深い

5.関連分野における業務実績（類似事業の経験）がある

6.委託費用が適切である

7.行政との調整力・コミュニケーション能力が高い

8.その他
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 法人県民税の超過課税 

 外国人受入環境整備交付金 

 地域活性化雇用創造プロジェクト事業費補助金 

 なし（3） 

 不明（3） 

 

(１４) 問 4-15. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営する際に活用してい

る財源を教えてください。（自由記述） 

 一般財源（13） 

 新しい地方経済・生活環境創生交付金（12） 

 自主財源（3） 

 地方創生推進交付金（3） 

 地域活性化雇用創造プロジェクト（2） 

 外国人受入環境整備交付金（2） 

 デジタル田園都市国家構想交付金 

 法人県民税の超過課税 

 なし（1） 

 不明（3） 

 

(１５) 問 4-16. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターでの対応言語を教えてくだ

さい。（外国人本人や海外現地とのやりとり等の際に、対応できる言語）（複数回答） 

 

図表 69 センターの対応言語（n＝32） 

 

 

100.0%

34.4%

25.0%

25.0%

25.0%

12.5%

12.5%

25.0%

1.日本語

2.英語

3.中国語

4.ベトナム語

5.インドネシア語

6.ミャンマー語

7.ベトナム語

8.その他
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＜その他＞ 

 ネパール語（15.6% ,5） 

 韓国語（12.5%,4） 

 スペイン語、ポルトガル語（9.3% ,3） 

 ロシア語、タイ語、タガログ語、モンゴル語、シンハラ語（6.25% ,2） 

 英語、マレー語、クメール語、フランス語、ドイツ語、イタリア語、ベンガル語、ヒン

ディー語、ウクライナ語（3.1% ,1） 

 翻訳支援を活用して対応（3.1% ,1） 

 

(１６) 問 4-18. （問 4-16.で「日本語以外」を選択した方）対応できる言語は、どのような人

材で賄っているか教えてください。（複数選択） 

 

図表 70 言語の対応者（n＝14） 

 

＜その他＞ 

 必要に応じて翻訳機能等を活用してコミュニケーションをとっている。 

 公益財団法人大阪府国際交流財団や専門家による通訳 

 センター運営受託事業者の他拠点（県外）に在席している多言語対応が可能な相談員（オ

ンラインで繋いで対応） 

 通訳サービス 

 受託事業者が用意 

 ポケトーク 

 オンライン通訳 

 行政書士 

  

57.1%

0.0%

7.1%

0.0%

64.3%

1.センター内職員

2.ボランティア

3.有識者やコーディネーター

4.自治体職員

5.その他
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(１７) 問 5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）当センターが現在担っている機能を教

えてください。（複数回答） 

 

図表 71 センターが担っている機能（n＝32） 

 

  

18.8%

28.1%

15.6%

6.3%

50.0%

0.0%

0.0%

65.6%

84.4%

68.8%

9.4%

3.1%

12.5%

0.0%

34.4%

3.1%

59.4%

12.5%

【確保】1.海外等との受入れルート・スキーム構築、その準備等（現地の情報

収集、現地視察等）

【確保】2.広報活動（宣伝ツールの作成、チラシ等の多言語化、SNSでの発

信、現地の人材配置・派遣等）

【確保】3.採用活動（海外現地での説明会、面接会等）

【確保】4.その他、外国人材等の確保に関する取組

【受入れ】5.マッチング・採用手続き（人材と事業者のマッチング、国内での外国

人向けの説明会等）

【受入れ】6.海外現地での日本語教育の実施

【受入れ】7.海外現地での介護教育の実施

【受入れ】8.受入れ事業者の体制整備（事業者向けセミナー、受入れマニュア

ルの作成、職場環境整備等）

【受入れ】9.事業者等からの相談対応

【受入れ】10.外国人材を受け入れていない事業者への受入れ促進（セミナー

等）

【受入れ】11.その他、外国人材等の受入れに関する取組

【定着】12.生活環境の整備（住居支援、交通等その他の支援等）

【定着】13.日本語学習支援

【定着】14.介護の専門知識、国家資格取得の学習支援

【定着】15.外国人材等からの相談窓口、相談体制の整備

【定着】16.コミュニティ形成・ネットワーク支援

【定着】17.事業者等への定着支援（事業者向け定着セミナー、伴走支援

等）

【定着】18.その他、外国人材等の定着に関する取組

確保     受入れ    定着 
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＜その他＞ 

 外国人材の受入れに関する相談を通じて、課題やニーズを分析・把握のうえ、適切な支

援機関にとりつぎを実施している。 

 外国人材に特化せず、職場のトラブルに関する労働相談を受けている。 

 大崎市立おおさき日本語学校への留学生募集等支援 

 就職に向けた面接対策等の各種就労支援講座 

 留学生に対する在留資格変更手続きの事務指導や日本の労働慣行等を説明するワーキ

ングセミナー 

 県内企業と監理団体・登録支援機関等とのマッチング機会の提供 

 

(１８) 問 5-4. （「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能のみ担

うセンターを設置している」を選択した方）センターは次のいずれかの事業機能（許可・

届出区分等）を有していますか。（複数選択） 

 

図表 72 センターの事業機能（n＝32） 

 

  

6.3%

3.1%

9.4%

12.5%

81.3%

1.登録支援機関

2.監理団体

3.人材派遣業

4.その他派遣・紹介に関わる機能

5.いずれもなし
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(１９) 問 5-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターが担う役割で、特に重要と考

えるものを教えてください。（３つまで選択） 

 

図表 73 センターが担う役割で、特に重要と考えるもの（n＝32） 

 

 

(２０) 問 5-6. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 5-4.の理由を教えてください。 

 介護に特化した取り組みはございませんが、介護人材からの労働相談も受けている。 

 外国人材活用促進協議会介護部会及び部会セミナーの実施 

 介護に特化して実施している取組や支援はない。 

 県の覚書締結先から県内介護施設へ技能実習生を受け入れ、介護福祉士まで育成支援す

るプログラムを実施。 

  

9.4%

31.3%

84.4%

68.8%

18.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.6%

3.1%

6.3%

28.1%

6.3%

1.外国人材の確保支援（海外現地連携、採用、情報発信など）

2.事業者と外国人材とのマッチング支援

3.事業者の相談対応

4.事業者の受入れ環境整備（手続き支援、受入れセミナー等）

5.外国人材への相談対応

6.外国人材の日本語学習支援

7.介護福祉士国家資格取得に関する研修の実施

8.介護福祉士国家以外の資格取得に関する研修の実施

9.多文化共生に向けた地域との橋渡し

10.相談・ニーズ等の一元管理（データ収集・分析）

11.庁内・関係機関との調整機能

12.事業者・教育機関・送り出し機関等とのネットワーク構築

13.センターの認知向上（情報発信・制度周知）

14.その他
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(２１) 問 5-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターの認知向上を図るため、以下

のような広報・周知活動を実施していますか。（複数回答） 

 

図表 74 センターの認知向上を図るための広報・周知活動（n=16） 

 

＜その他＞ 

 職場のトラブルの自主解決に向けた助言 

 県内企業と監理団体・登録支援機関等とのマッチング機会の提供 

 

(２２) 問 5-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 5-6を選んだ理由を教えてください。 

■企業の受入れ支援・環境整備のため 

 県内企業の受入れ環境整備の底上げとマッチング支援が重要と考えるため。 

 事業者のニーズに即した取組が重要であると考えるため。 

 県内企業が、外国人材を適切かつ円滑に受け入れるためには、事業者が制度理解を深め

ることに加え、そのための必要な支援を活用できる環境が不可欠なため。 

 センターの役割は、外国人材の受入れを希望する県内企業等からの相談に対して適切な

助言・情報提供を行うこと、在留資格や雇用のルール等に関するセミナー等の開催によ

り、企業における円滑な受入れを支援することであるため。 

 

■相談対応を中心としたセンター機能の周知のため 

 外国人材雇用に関する企業支援として相談窓口を設置しているため。 

 新しく外国人材を雇用しようとする事業者の相談窓口であり、さまざまな事業者の相談

75.0%

18.8%

62.5%

37.5%

75.0%

68.8%

18.8%

43.8%

12.5%

6.3%

6.3%

1.自治体ホームページでの情報掲載・更新

2.広報誌・ニュースレター等での周知

3.チラシ・ポスターの作成および配布

4.SNS（X・Facebook等）を活用した発信

5.事業者向け説明会・研修会等での周知

6.センター職員による事業所への個別訪問・周知

7.外国人材向けの多言語による情報提供

8.関係機関（ハローワーク、国際交流協会、教育機関等）への情報提供

9.メディア（新聞・テレビ等）を通じた広報

10.特に広報・周知活動は実施していない

11.その他
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に対応する必要があるため。 

 当センターは、外国人材を含む在県外国人の相談を一元的に対応する窓口であり、相談

窓口としての機能が一番重要と考えている。また、支援が必要な外国人に認知が行き届

くように継続的な周知も重要であると考える。 

 相談対応に従事するスタッフが専門的な知識を有しており、事業者への相談支援を十分

に行えると期待したため。 

 

■企業ニーズ・課題把握のため 

 令和６年度に県が実施した外国人材定着動向調査において「受入の方法や手続きが分か

らない」「社内の受入体制が整っていない」などの課題が見えたほか、センターに寄せ

られる事業者からの相談についても、受入方法・手続きに関する相談が最も多く、県内

事業者のニーズが高いため。 

 また、相談を待つだけではなく、企業訪問を通じて外国人材の受入にあたっての課題・

ニーズを把握することとしており、これらの情報を収集・分析することは、県内事業者

への支援を充実させる上で重要であるため。 

 

■マッチング・人材確保支援のため 

 県内企業等の外国人材活用に係る相談、人材確保・定着支援等を主な目的として運営し

ているため。 

 県内における人手不足を解消し、産業振興を図ることを目的に、企業向けオンライン相

談窓口の設置、各種セミナーの開催、マッチングイベントを実施している。 

 デスクの役割は、外国人材の受入れを希望する県内企業等からの相談対応、県内企業と

監理団体等とのマッチング機会の提供、セミナー開催等により採用事例の紹介や人材が

定着するポイントを解説し、企業における外国人材の円滑な受入れを図ることであるた

め。 

 現地人材の掘起こしを担うセンターであるため。 

 

■外国人本人への支援のため 

 当センターにおいては県内企業等への正社員として就職を希望する求職者の就職支援

を行っているが、その対象の中に外国人も含まれることからこのように回答した（技能

実習等は対象外）。なお、本県において、介護分野に係る人材確保に関する事業につい

ては、国籍を問わず、産業・商工労働部局では所管していない。 
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(２３) 問 6 （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能の

み担うセンターを設置している」を選択した方）令和 6 年度（2024 年 4 月から 2025 年 3

月）のセンターの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 75 センターの相談件数（令和６年度）（n＝32） 

 

 

(２４) 問 6-2. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）相談件数の内、外国人介護人材や介護

事業所からの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 76 外国人介護人材や介護事業所からの相談件数（令和６年度）（n＝32） 

 

  

0.0% 3.1%

6.3%

9.4%

9.4%

37.5%

3.1%

31.3%

1. 1〜10件

2. 11〜20件

3. 21〜50件

4. 51〜100件

5. 101〜200件

6. 201件以上

7. 不明

8. 実績なし

34.4%

9.4%

12.5%

3.1%

3.1%

6.3%
0.0%

0.0%

31.3%

1. 0件

2. 1〜5件

3. 6〜10件

4. 11〜20件

5. 21〜30件

6. 31〜50件

7. 51〜100

8. 101件以上

9. 不明
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(２５) 問 6-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一

部の機能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）令和 7 年度 10 月末（2025

年 4 月から 2025 年 10 月）までのセンターの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 77 センターの相談件数（令和７年度）（n＝32） 

 

 

(２６) 問 6-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）相談件数の内、外国人介護人材や介護

事業所からの相談件数を教えてください。（1 つ選択） 

 

図表 78 外国人介護人材や介護事業所からの相談件数（令和 7 年度）（n＝32） 

 

  

6.3%
6.3%

21.9%

9.4%
25.0%

28.1%

0.0%
3.1%

1. 1〜10件

2. 11〜20件

3. 21〜50件

4. 51〜100件

5. 101〜200件

6. 201件以上

7. 不明

8. 実績なし

18.8%

25.0%

9.4%
9.4%

3.1%

3.1%

0.0%

0.0%

31.3%

1. 0件

2. 1〜5件

3. 6〜10件

4. 11〜20件

5. 21〜30件

6. 31〜50件

7. 51〜100件

8. 101件以上

9. 不明
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(２７) 問 6-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）相談者の上位３つを教えてください。

（３つまで選択） 

図表 79 センターの相談者（n＝32） 

 

＜その他＞ 

 市町村・経済団体 

 送出し機関 

 国際交流協会 

 業界団体や商工会議所等 

 行政機関 

 社会保険労務士 

 上記での分類は行っていない。相談者のほとんどが労働者である。 

  

53.1%

90.6%

6.3%

0.0%

31.3%

21.9%

1.外国人材

2.事業者

3.日本語学校

4.介護福祉士養成施設

5.監理団体、登録支援機関

6.その他
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(２８) 問 6-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）主な相談内容を教えてください。（５

つまで選択） 

図表 80 主な相談内容（n＝32） 

 

＜その他＞ 

 【外国人】外国人材からの仕事の探し方 

 【外国人】履歴書の書き方 

 【外国人】ビザに関する相談 

 【事業者】「登録支援機関の切り替え」「委託先の見直し」 

 【事業者】事業者からの求人相談 

 集計していない 

  

6.3%

0.0%

3.1%

6.3%

18.8%

78.1%

84.4%

21.9%

31.3%

21.9%

【外国人本人からの相談】1.日本語学習に関する相談

【外国人本人からの相談】2.資格取得（介護福祉士国家資格等）に関する

相談

【外国人本人からの相談】3.生活に関する相談（住居・交通・行政手続きな

ど）

【外国人本人からの相談】4.職場でのトラブルに関する相談

【外国人本人からの相談】5.キャリア形成に関する相談

【事業者からの相談】6.外国人材の確保に関する相談

【事業者からの相談】7.受入れ環境の整備に関する相談（制度・手続き・体制

など）

【事業者からの相談】8.人材育成に関する相談（日本語・介護技術・研修な

ど）

【事業者からの相談】9.人材定着に関する相談（離職防止・フォローアップ等）

10.その他

外国人本人 事業者 その他
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(２９) 問 7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）庁内の連携体制を教えてください。（複

数回答） 

図表 81 庁内の連携体制（n＝32） 

 

＜その他＞ 

 外国人材受入促進・共生推進協議会への協力 

 農業、林業、建設業、製造業等の各分野を所管する関係部局 

 問７の１～４を含む外国人材の受入れに関係する部局等が所属する庁内組織「外国人材

受入推進ワーキングチーム」を設置し、情報共有や意見交換を実施。 

 農政部、県土整備部 

 土木部局 

 建設部局、林務部局、交通部局、観光部局、農業部局 

 

(３０) 問 7-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 7 で庁内の連携体制について、具体

的にどのような場面や内容で連携していますか。 

■会議体等を通じた情報共有・意見交換 

 部局横断組織である「外国人材受入れ・共生推進本部」を設置し、情報共有を行ってい

る。 

 国や経済団体、庁内関係部局等が参画する外国人材受入促進・共生推進協議会及びワー

キンググループにおいて、意見交換や情報共有に努めているところ。 

 関係者で構成する「多文化共生支援ネットワーク会議」において、情報共有・意見交換

を実施している。 

 国際局国際政策課が開設しているセンター（県、国等の８つの海外人材専門機関が一体

となって在留外国人の生活や就労等をサポートする相談窓口）において、定期的に「外

国人材受入企業相談会」を開催している。 

 連絡会の開催 

37.5%

65.6%

31.3%

12.5%

21.9%

21.9%

1.介護福祉部局

2.国際交流・多文化共生部局

3.産業振興部局

4.教育委員会・教育関係部局

5.特に連携していない（単独の部局で実施）

6.その他



103 

 

 

■相談対応における連携（取次ぎ・役割分担） 

 国際交流・多文化共生部局では「外国人相談センター」を設置し、外国人からの生活相

談等に対応している。当部局所管センターと開設場所を同じくしており、相談内容によ

って相互に取次ぎしている。 

 

■広報・周知における連携 

 イベント、施策開始時の相互的な広報協力。 

 年に２回の情報共有会の実施、県内事業者向け外国辞任材雇用セミナーの情報提供な

ど。 

 生活相談があった際に、国際交流センター窓口に相談者を繋げる、また、国際交流セン

ター窓口に就職関連の相談があった際には、当デスクに相談者を繋げる等。 

  

■事業連携のおける連携 

 周知・情報提供の協力を行うほか、専門的な事項については関係部局と相談しながら対

応している。 

 当課が運営する協議会の業種別部会所管課や関係課（多文化共生関係）として連携。 

 各部局における外国人材が関係する事業に関する進捗・成果に係る情報共有等 

 生活相談と労働相談とが密接していることが多いため、情報共有・連携を行っている 

 各部局での外国人材の受入れに関する事業の実施状況や予算の内容等について情報共

有や意見交換を実施。 

 センターが開催する企業向けセミナーについて、外国人材の受入れに関連する部局に周

知するとともに、各部局へ関連団体等への周知を依頼 

 デスクが開催する企業向けセミナーや、外国人留学生等と企業の出会いの場となるイベ

ント（グローバルキャリアフェア）について、外国人材の受入れに関連する部局に周知

するとともに、各部局へ関連団体等への周知を依頼 

 情報共有、意見交換 
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(３１) 問 7-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）（外部機関との連携体制）センターの

外部との関係機関との連携状況を教えてください。（複数回答） 

 

図表 82 センター外部との関係機関の連携状況（n＝32） 

 

＜その他＞ 

 労働局、出入国管理局、多文化共生センター、しごと相談室、行政書士会、社会保険労

務士会、中小企業団体中央会、ジェトロ、ハローワーク、国際交流協会、連携協定先の

企業（外国人材の紹介及び派遣を業としている企業）、日本労働組合総連合会 など 

 

(３２) 問 7-6. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）（外部機関との連携体制）具体的にど

のような場面や内容で連携をしていますか。 

■相談対応・専門相談における連携 

 相談対応を受ける中で連携や情報提供が必要になる場面がある。 

 相談内容により適切な関係機関があった場合、窓口を紹介する。 

 生活相談や労働相談など、相談対応の過程で相互に取次ぎしている。 

 多言語での労働相談（通訳）などの支援。 

 在留資格制度等に関する専門相談があった場合、行政書士会等と連携して対応。 

 外国人受入れ制度等について、外国人技能実習機構や出入国在留管理庁等と連携して質

問対応や情報提供を実施。 

 

 

0.0%

21.9%

40.6%

6.3%

25.0%

12.5%

12.5%

12.5%

0.0%

18.8%

0.0%

21.9%

31.3%

【国内機関】1.介護福祉士養成施設

【国内機関】2.日本語学校

【国内機関】3.大学・専門学校

【国内機関】4.他部局が設置する外国人就労者向けのセンター

【国内機関】5.監理団体・登録支援機関

【国内機関】6.人材派遣会社

【海外機関】7.送出し機関

【海外機関】8.海外教育機関

【海外機関】9.在外公館

【海外機関】10.JICA等の公的機関

【海外機関】11.海外の民間事業者

【海外機関】12.特に連携していない

13.その他
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■人材確保・マッチング支援における連携 

 支援企業の職種等ヒアリングを行い、採用可能な在留資格を整理した上で外部機関へ取

次ぎし、マッチングまで支援。 

 人材マッチング支援に向けた調整。 

 企業からの外国人材紹介依頼があった際に協定先企業へ求人情報を共有し、人材紹介に

つなげている。 

 一定の基準で監理団体・登録支援機関等をパートナー企業として登録し、企業のニーズ

に応じて紹介。 

 

■イベント・セミナーの開催における連携 

 留学生と県内企業との交流会、企業説明会、就職面接会などの実施。 

 学内合同企業説明会や大学主催の就職フェアへの参加。 

 セミナー開催時の講師依頼やマッチングイベントへの参加募集。 

 JICA 等が実施する事業への参加。 

 県の覚書締結先教育機関での企業説明会の開催。 

 

■ネットワーク形成・情報共有 

 定期的に「外国人生活支援ネットワーク会議」を開催し、外国人に関する情報交換を実

施。 

 連絡会の開催や関係機関との情報交換。 

 JICA 等との情報交換。 

 

■人材育成・教育分野での連携 

 日本語学校と連携し、外国人材（N3 程度）を対象にビジネス日本語やビジネスマナー

講座を実施。 

 県内企業への就職や日本語学校への留学に関する周知と希望者の確保。 

 県内企業の現地送出し機関視察ツアーの実施。 
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(３３) 問 8. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置した結果得られるメリ

ットについて教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 83 センター設置から得られるメリット（n＝32） 

 

＜その他＞ 

 マッチングイベントや求人掲載を通じて県内企業と外国人材とのマッチングが促進さ

れた。 

 当センターの設置により、外国人を含む、より多くの府民から労働相談を受けることが

できた。 

 県内で働く外国人材の雇用事例を紹介することで、県内企業の機運醸成や外国人からの

認知度向上に繋がった。 

 相談窓口、セミナーやマッチングイベント等により外国人材を活用する企業が増加した

ことで人手不足の解消に寄与した。 

 センターの支援により、受入れ企業の安心感が高まった。 

  

50.0%

9.4%

3.1%

28.1%

68.8%

6.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

40.6%

0.0%

18.8%

1.相談窓口が一元化されることで、利用者（外国人・事業者）が迷わず相

談できるようになった

2.センターの支援により、外国人材の安心感が高まった

3.センターの支援により、外国人材の定着率の向上につながった

4.センターの支援により、均一の支援が外国人材や事業者に対し提供できるよ

うになった

5.事業所や外国人材からの相談・ニーズを把握しやすくなった

6.情報収集や庁内調整が円滑になり、政策実施がスムーズになった

7.外国人材に必要な研修・教育を体系的に実施できるようになった

8.地域住民の安心感が高まった

9.介護現場に特化した支援が可能となった

10.国内外の介護関連機関との連携が進んだ

11.職種を問わずワンストップで相談を受けられるようになった

12.地域の外国人支援を包括的に実施できるようになった

13.その他
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(３４) 問 8-3. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、外国人材

の定着や離職防止につながると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 84 外国人材の定着や離職防止につながるか（n＝30） 

 

※センター２か所は無回答 

 

(３５) 問 8-4. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、部局や自

治体として外国人材や事業者からの情報やニーズの把握がしやすくなると感じますか。（1

つ選択） 

 

図表 85 外国人材や事業者からの情報やニーズの把握がしやすくなると感じるか（n＝30） 

 

※センター２か所は無回答 

 

33.3%

63.3%

0.0%
3.3%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない

46.7%

53.3%

0.0% 0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない
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(３６) 問 8-5. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、外国人材

や事業者にとって相談しやすくなるなど、利便性が上がると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 86 外国人材や事業者にとって利便性が上がるか（n＝30） 

 

※センター２か所は無回答 

 

(３７) 問 8-6. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを設置することで、地域全体

の外国人材の受け入れ体制の底上げにつながると思いますか。（1 つ選択） 

 

図表 87 地域全体の外国人材の受入れ体制の底上げにつながるか（n＝30） 

 

※センター２か所は無回答 

  

53.3%

46.7%

0.0% 0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない

30.0%

66.7%

3.3%
0.0%

1. とてもそう思う

2. そう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない
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(３８) 問 8-7. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターでは、外国人介護人材および、

外国人介護人材を受け入れる・受入れを検討する介護事業者等に対する支援を、十分に実

施できていますか。（1 つ選択） 

 

図表 88 外国人介護人材や介護事象者に対する支援の実施状況（n＝30） 

 

※センター２か所は無回答 

 

(３９) 問 8-8. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 8-7 の理由を教えてください。 

 

■十分対応できている 

 介護業界で対象になる在留資格「介護」、「EPA」、「特定技能」、「技能実習」に対し、取

次を実施できる参画機関との連携ができており、支援企業のニーズに応じて解決できて

いるため 

 介護事業者からの問い合わせも多数あり、企業からの受入れに関する相談対応の体制が

整備できていると考えるため。 

 

■ある程度対応できている 

 相談対応、各種セミナー、マッチングイベント等の実施により外国人介護人材に限らず

外国人材雇用に当たって必要となる支援を実施しているため。 

 開催するイベントでは介護事業者も参加しているため。 

 センターが実施するセミナーには、介護事業者も多く参加しており、実施後のアンケー

ト調査での満足度も高いため。 

 外国人介護人材に特化しているわけではないが、業種を限らずトータルサポートしてい

10.0%

60.0%

10.0%

20.0%

1. 十分対応できている

2. ある程度対応できている

3. あまり対応できていない

4. 対応できていない
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るためある程度対応できている。 

 外国人材の受入れを検討する介護事業者含む県内企業に対し、専門のスタッフが丁寧に

相談対応を行っているため、ある程度支援を実施出来ている。 

 介護事業所からの相談もあり、また、市町村の介護福祉部局から介護人材の受入れに関

するセミナー対応依頼を受けているため。 

 県事業の一環として、介護事業所のニーズを確認し、外国人介護職員向けに日本語教育

を実施している。 

 「介護」分野における在留資格等に関する相談も対応しているため。 

 あまり対応できていない 

 当センターは、業種を限定することなく、県内中小企業等における外国人材の受入れか

ら定着までを支援するとともに、県内企業への就職を希望する外国人の支援等を行って

いる。介護分野に特化したメニューを設けているものではないため。 

 

■対応できていない 

 介護人材については別部署が主対応しているため 

 外国人材を新規に雇用するための相談窓口であり、特定分野の事業者への支援には特化

していないため。 

 介護人材については福祉部局が対応 

 介護事業者、人材の相談事例がない 

 

(４０) 問 8-9. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機能

のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営するうえで、重要だと

思う要件を教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 89 センターを運営するうえで重要だと思う要件(n＝32) 

 

84.4%

21.9%

9.4%

12.5%

40.6%

31.3%

56.3%

6.3%

9.4%

1.外国人支援に関する知識を持つ職員がいること

2.担当分野（介護等業種別）に関する専門知識を持つ職員がいること

3.多文化コミュニケーション能力を持つ職員がいること

4.庁内の関係部署と連携できる体制があること

5.事業所・地域団体との連携体制があること

6.相談記録・情報共有・モニタリングの仕組みがあること

7.安定した財源・予算が確保されていること

8.外国人職員又は連携する外国人がいること

9.その他
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＜その他＞ 

 業種・職種と問わず外国人材雇用に関する幅広い知識を持つこと 

 面談、電話、オンライン、チャットボットでの相談等、相談者が相談しやすい環境を整

えること。 

 行政機関におけるマンパワー不足の解消 

 

(４１) 問 8-11. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営する上で、感じてい

る課題があれば教えてください。（上位３つまで） 

 

図表 90 センターを運営する上で感じている課題（n=16） 

 

＜その他＞ 

 就労支援・人材紹介（センターでは個別の人材紹介機能を有していないため） 

 県内企業からの認知度は上がっているものの、具体的な相談やマッチング件数に繋がっ

ていない。 

 他事業とどのように連携するか 

 海外拠点であるため、事業実施状況が把握しづらい 

 外国人雇用事業所、雇用検討事業所の把握 

 国の受入環境整備交付金を活用して運営しているが、当該交付金は申請額に対して十分

な交付がされておらず、センターの円滑な運営に支障をきたしかねない状況となってい

る。 

 全国同様、県内の人手不足の状況は深刻であるが、外国人材の受入れを計画や検討して

12.5%

6.3%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.1%

6.3%

12.5%

3.1%

3.1%

31.3%

1.相談件数や業務量が増加し、対応が追いつかない

2.事業所の個別課題（離職・業務負荷など）への対応負担が大きい

3.海外の関連機関との調整・コミュニケーション負担が大きい

4.センターが十分に活用されていない

5.庁内調整の負担が大きい

6.介護分野・外国人双方に専門的な知識・経験をもつ人材の確保が難しい

7.介護特有の制度や情報の更新に対応する負担が大きい

8.相談分野が広く優先順位づけが難しい

9.担当業務が多岐にわたり対応が追いつかない

10.多文化共生・教育・雇用との連携に時間がかかる

11.生活支援・就労支援など範囲が広く負担が大きい

12.特になし

13.その他
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いる事業所は未だ低調であり、セミナーやマッチングイベントへの参加事業所数が想定

を下回っている。 

 センターの認知度向上 

 財源・予算確保 

 

(４２) 問 8-13. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）今後、センターとして強化したい、

または新たに追加したい支援のフェーズがあれば、教えてください。（複数回答） 

 

図表 91 今後センターとして強化したい・新たに追加したい支援フェーズ(n＝32) 

 

 

(４３) 問 8-14. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）問 8-13 の理由を教えてください。 

■確保に関連した理由 

 海外からの人材受入れに限らず、優秀な外国人材を県内企業とマッチングさせる機会を

さらに確保することが重要であると考えるため。 

 現地人材の掘起こしを担うセンターであるため。 

 採用に関する相談件数があるが、連携先が少ないこと。 

 今後の県内労働人口の減少に備える必要がある。 

 人手不足を背景に外国人材受入企業は増加することが見込まれるため、引き続き県内企

業向けの相談対応を行う必要があるため。 

■受入れに関連した理由 

 複数の海外拠点のうち、企業側の活用が十分でない拠点が見られることから、受入れ段

階における支援ニーズの掘り起こしが必要なため。 

 職場のトラブル解決のために、労働相談においてアドバイスを行うため。 

 外国人材の雇用を専門とする行政書士がいないため、研修等による強化が必要。 

 県内企業等の外国人材活用に係る相談、人材確保・定着支援、及び国の制度変革に係る

理解促進などを総合的に支援する体制を強化することを目的としているため。 

 当センターは企業向けの相談窓口であるため、相談体制の強化を行うことで県内企業が

18.8%

18.8%

40.6%

46.9%

15.6%

1.確保

2.受入れ

3.定着

4.相談対応

5.特になし
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抱える外国人材関係の多様な相談に対応し、外国人材の受入れ・定着に寄与すると考え

ているため。 

 県内の外国人労働者数及び外国人を雇用する事業所数が年々増加しており、企業から寄

せられる相談内容も多様化すると見込まれるため、様々な課題に柔軟に対応できる支援

体制を整備する必要があるため。 

 

■定着に関連した理由 

 定着や受入れに悩む事業者の声が多いため。 

 外国人材が職場や地域社会で孤立せず、仲間意識を持ってネットワークを構築する機会

の提供が重要であると考えるため。 

 相談の主軸が「採用前」から「採用後の運用」に変化したため。また、マッチング成立

後の継続的な定着支援へのニーズが高まっているため。 

 定着に課題がある事業者があるが、相談対応以外での取組が手薄と感じているため。 

 転職が可能となる育成就労制度への転換にあたり、外国人材から選ばれる地域となる必

要があるため。 

 マッチングイベントなどは十分に開催しているが、受入後の長期定着に関する取組の必

要性を感じているため。 

 外国人材を含む在県外国人の増加に伴い、相談内容が複雑化・多様化しており、相談体

制を整えることで外国人の定着につながると考えられるため。 

 

(４４) 問 8-15. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）今後、センターが地域の中でどのよ

うな役割を担っていくべきだと思いますか。 

 国や関係機関と外国人材の雇用に関する相談窓口として県内事業者のニーズを知り、県

内事業者で正しく雇用、受け入れされるための一助を担う。 

 県内企業と優秀な外国人材が上手くマッチングできるようハブ的な役割になることを

期待する一方で、将来的には当デスクの支援を受けずに企業が自主的に外国人材を受入

れができる体制を目指す。 

 自治体や商工会・商工会議所との連携を強化し、支援の輪を広げるハブ機能としての役

割 

 引き続き働く人・雇う人から労働相談を受け付ける。 

 事業者のニーズを把握し適切な支援を提供する 

 外国人材の地域における共生に事業者が取り組む中で、各事業者のニーズに応じた支援

を行いながら、生活面でのサポートを含む適正な受入環境を整備する役割が求められ

る。 

 県内企業における外国人材の円滑な確保・受入れに向け、マッチング支援や現地向け PR
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を行う役割。 

 外国人労働相談、就労支援等のワンストップ窓口となり、適時適切に必要なサービスへ

の橋渡しを行う。 

 サポートデスクの認知度向上を図るとともに、外国人労働者の定着に向けてのコンテン

ツを充実させ、情報共有を進める。 

 多言語での情報提供、専門機関への橋渡し、住民間の摩擦調整を担う多文化共生の拠点

として、外国人が地域で自立して暮らすための伴走支援を行っていくべきと考える。 

 県内企業等の外国人材の受入れに係る相談対応、情報提供をワンストップで実施 

 地域の人手不足の解消に向けた外国人材の受入環境整備を推進する役割を担っていく

必要があると考える。 

 県内事業所の拠り所 

 県内における外国人雇用にかかる相談対応や情報発信 

 県内企業における適正な受入れを支援し、外国人材が県内企業へ就職・定着して地域経

済の担い手として活躍できるよう支援する役割。 

 県内企業に対し、外国人雇用に対する理解を深め、外国人労働者を在留資格に応じて適

正に雇用できるよう支援する役割。 

 外国人材の確保や定着につながる役割を引き続き担う必要がある。 

 

(４５) 問 8-16. （問 3.で「すべての機能を担うセンターを設置している」または「一部の機

能のみ担うセンターを設置している」を選択した方）センターを運営するにあたり、必要

な支援があれば教えてください。 

 国からの財政支援 

 交付金等の財源確保への支援 

 安定した財源・予算 

 恒久的な財源措置 

 外国人材の受入・定着や確保に関する相談窓口設置・運営に対する財政的支援 

 相談窓口機能の維持に関する安定した財源 

 相談窓口の認知度向上のための広報支援 

 在留外国人の一元的相談窓口の設置費に当たる法務省所管の外国人受入環境整備交付

金については、例年、所要額と交付額が大きく乖離して運営に大変苦慮していることか

ら、全国知事会を通じて手厚い財政支援を要望している。 

  



115 

 

【産業・商工労働部局】センター未設置自治体 

(４６) 問 9. 令和 7 年 12 月 1 日現在、貴部局では、外国人介護人材を含む外国人就労者に関

するセンターの設置を検討していますか。（1 つ選択） 

 

図表 92 センター設置の検討有無 (n＝9) 

選択肢 回答 割合 

1. 設置を検討している 1 11.1% 

2. 設置を検討していない 6 66.7% 

3. 過去に検討したが見送った 1 11.1% 

4. 過去に設置していたが、現在は設置していない（廃止した） 1 11.1% 

合計 9 100.0% 

 

(４７) 問 9-2. （問 9.で「センターの設置を検討している」を選択した方）センターの設置を

検討している理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数１、選択肢は以下の通り＞ 

 地域の事業者における外国人材の円滑な受入れを促進するため 

 受入れ事業者からの相談対応や支援ニーズに対応するため 

 外国人材・受け入れる事業者への支援を一元化し、利用者（外国人・事業者等）の利便

性を高めるため 

 地域の事業者等からセンター設置に関する要望があったため 

 他自治体の先行事例から、センター設置が効果的と判断したため 

 

(４８) 問 9-4. （問 9.で「センターの設置を検討している」を選択した方）センターの設置を

検討している場合、どのような機能を担うことを想定していますか。（複数回答） 

＜回答数１、選択肢は以下の通り＞ 

 受入れ 

 定着 

 相談対応 
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(４９) 問 9-6. （問 9.で「センターの設置を検討していない」を選択した方）設置を検討して

いない理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数６、選択肢・回答は以下の通り＞ 

 自治体として既に「確保」「受入れ」「定着」に関する取組を実施しており、センター設

置の必要性を感じないため 

 他部署で外国人介護人材の「確保」「受入れ」「定着」に対応できるような窓口やセンタ

ーが設置されているため 

 事業者などからの要望がほとんどないため 

 予算の確保が難しいため 

 当部局では「外国人材の雇用を検討している企業」への相談窓口は設置しているが、外

国人介護人材を含む外国人就労者を対象とした事業や支援を実施していないため。 

 外国人活躍推進課において、「外国人総合相談ワンストップセンター」を設置し、外国

人からの全般的な相談を受けていることや、出入国在留管理庁や労働局等で外国人関連

施策をある程度主導的に実施しているため。 

 

(５０) 問 9-8. （問 9.で「センターを過去に設置していたが見送った」過去に検討したが見送

った理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数１、解答は以下の通り＞ 

 県内企業のニーズの把握が不十分だったため 

 

(５１) 問 9-10. （問 9.で「センターを過去に設置していたが、現在は設置していない（廃止

した）」過去に検討したが見送った理由を教えてください。（複数回答） 

＜回答数１、解答は以下の通り＞ 

 県の出先機関に無料職業紹介所を設置し、外国人材に関してもマッチングを実施してき

たが、国のハローワーク業務との役割重複を整理解消することを目的に、令和 7 年度か

ら無料職業紹介所の機能を原則廃止したため。 
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 まとめ 

（1） 設置状況・位置づけ 

外国人介護人材を含む外国人就労者に対する支援拠点としてのセンターの設置状況を見る

と、介護・福祉部局と産業・商工労働部局では設置状況や位置づけに違いが見られた。介護・

福祉部局では、センターを設置している自治体は 15自治体であり、回答自治体 44のうち34.1％

にとどまっている。一方、産業・商工労働部局では、センターを設置している自治体は 27 自

治体であり、回答自治体 34 のうち 79.4％となっており、介護・福祉部局と比較して設置が進

んでいる状況が確認された。 

設置目的について見ると、介護・福祉部局のセンターは、外国人介護人材の確保・育成・定

着支援を主な目的として設置しており、介護分野に特化した人材確保対策の一環として位置づ

けられている。一方、産業・商工労働部局のセンターは、外国人労働者の就労支援や地域企業

の人材確保支援を目的として設置されており、外国人材政策や産業人材確保施策の中で整備さ

れているケースが多い。 

また、設置時期について見ると、介護・福祉部局のセンターは 2018 年以降に設置されたも

のが中心であり、比較的新しい取組として整備が進められている。一方、産業・商工労働部局

のセンターは、2018 年以降の設置が中心であるものの、特に 2024 年から 2025 年にかけて設

置が増加している。 

 

図表 93 設置状況・位置づけの違い 

項目 介護・福祉部局センター 産業・商工労働部局センター 

設置目的 外国人介護人材の確保・育成・定

着支援 

外国人労働者の就労支援、人材確

保、企業支援 

センター設置数 15（34.1％） 27（79.4％） 

設置時期 2018 年以降の設置が中心 2018 年以降の設置が中心、2024

～2025 年に増加 

 

（2） 運営体制 

センターの運営体制について見ると、介護・福祉部局と産業・商工労働部局のいずれも委託

により運営されているケースが多い点は共通している。一方で、委託先の性格や体制には違い

が見られた。 

介護・福祉部局のセンターでは、社会福祉協議会や業界団体など、介護分野の関係団体が主

な委託先となっており、比較的小規模な体制で運営されている例が多い。これに対し、産業・

商工労働部局のセンターでは、人材サービス企業や産業支援機関、行政書士会、国際交流団体

などが委託先となるケースが多く、センターの規模や体制は様々である。 

拠点数はいずれも 1 拠点で運営されるケースが多いが、産業・商工労働部局では複数拠点を

設置している例も見られる。さらに、再委託については、介護・福祉部局では通訳や研修等の
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業務が中心であるのに対し、産業・商工労働部局では海外事業やマッチング業務などで行われ

ている例が見られた。 

また、相談対応における言語体制については、産業・商工労働部局のセンターでは多言語対

応を行っているケースが多い一方、介護・福祉部局のセンターでは日本語を基本とし、必要に

応じて通訳等を活用して対応している例が見られた。 

 

図表 94 運営体制の違い 

項目 介護・福祉部局センター 産業・商工労働部局センター 

運営形態 多くが委託運営 多くが委託運営 

委託先の主な類型 社会福祉協議会、介護人材センタ

ー、業界団体等 

人材サービス企業、産業支援機

関、行政書士会、国際交流団体 

人員体制 小規模（平均：正規約 3 名、非正

規 1～2 名程度） 

センター規模により様々 

拠点数（自治体あた

り） 

1 拠点が多い 1 拠点が多いが複数拠点の例も

あり 

再委託の有無 一部あり（通訳、研修等） 海外事業やマッチング業務等で

再委託あり 

対応言語 日本語中心 多言語対応 

 

（3） 支援機能 

外国人介護人材センターの支援機能を見ると、介護・福祉部局のセンターでは、外国人介護

人材および介護事業者を主な対象とし、受入れ体制の整備や日本語学習支援、介護福祉士資格

取得支援など、受入れ・定着段階の支援が中心となっている。一方、産業・商工労働部局のセ

ンターでは、外国人労働者および企業を主な対象とし、企業向け人材確保支援や外国人材のマ

ッチング、労働相談など、確保および就労支援を中心とした取組が行われている。このように、

介護・福祉部局のセンターは介護分野に特化した人材育成・定着支援を担うのに対し、産業・

商工労働部局のセンターは外国人労働者全体を対象とした就労支援を担う点に特徴が見られ

た。 
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図表 95 支援機能の違い 

項目 介護・福祉部局センター 産業・商工労働部局センター 

主な支援対象 外国人介護人材、介護事業者 外国人労働者、企業、求職者 

重点フェーズ 受入れ・定着支援が中心 確保・受入れ（就労支援）が中心 

確保（獲得）支援 海外ルート構築、マッチング 企業向け人材確保支援、外国人材

マッチング 

受入れ支援 受入体制整備、事業者支援 就労支援、制度説明 

定着支援 日本語学習支援、資格取得支援 生活相談、日本語支援 

特徴的な支援 介護福祉士資格取得支援、日本語

教育支援 

労働相談、企業向け人材確保支援 

 

（4） 相談・利用状況 

主な相談者は両部局とも事業者であった。これに次いで外国人本人からの相談も多く、外国

人本人からの相談は回答者全体の 5 割程度であった。 

相談内容について見ると、介護・福祉部局のセンターでは、事業者からの相談として、外国

人介護人材の受入方法や在留資格制度、受入体制の整備、日本語教育や介護福祉士資格取得支

援など、受入れや人材育成に関する内容が多く見られた。また、外国人本人からは、日本語学

習や資格取得、職場・生活に関する相談が寄せられている。 

一方、産業・商工労働部局のセンターでは、事業者からは外国人材の採用方法や制度・在留

資格、マッチング・人材紹介に関する相談が多く見られ、外国人本人からは労働条件や在留資

格の手続き、生活相談など、就労や生活に関する幅広い相談が寄せられている。 

年間相談件数については、介護・福祉部局のセンターでは 100 件以下と比較的件数は多くな

い傾向が見られる。一方、産業・商工労働部局のセンターでは、101～200 件程度が 25％、201

件以上が 28.1％と、比較的相談件数が多いセンターも一定数見られた。 

介護・福祉部局のセンターは主に介護事業者の受入れや人材育成を支援する役割を担ってい

るのに対し、産業・商工労働部局のセンターは企業と外国人労働者双方からの相談に対応する

就労支援拠点として機能している点に特徴が見られた。 
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図表 96 相談・利用状況の違い 

項目 介護・福祉部局センター 産業・商工労働部局センター 

主な相談者 事業者、外国人材 事業者、外国人材 

主な相談内容（事業

者） 

・外国人介護人材の受入方法・制

度（技能実習、特定技能、在留資

格等） 

・受入体制の整備（教育、指導体

制） 

・日本語教育や資格取得支援（介

護福祉士） 

・外国人材の採用方法 

・制度・在留資格 

・マッチング・人材紹介 

主な相談内容（外国

人材） 

・日本語学習 

・介護福祉士資格取得 

・職場・生活上の相談 

・労働条件（賃金、契約） 

・在留資格・手続き 

・生活相談 

相談件数（R７） 相談件数の多い層 

・1～50 件が 25.0% 

・51～100 件が 25.0% 

相談件数の多い層 

・101～200 件が 25.0% 

・201 件以上が 28.1%  

介護人材に関する

相談件数（R７） 

－ 1～5 件が 25.0% 

実績なしや不明の回答数が多い 

 

（5） 一元的なセンターの意義・課題 

介護・福祉部局と産業・商工労働部局の双方に共通する点として、いずれの部局のセンター

においても、外国人介護人材を含む外国人材の受入れや就労に関する相談を受け付ける窓口と

して機能しており、制度や受入方法等に関する情報提供、相談対応、セミナーの実施などを通

じて、外国人材の受入れを支援する拠点となっている。また、企業・事業者や外国人材、関係

機関からの相談を集約することにより、外国人材の受入れに関する課題を把握し、支援施策の

推進につなげる役割も担っている。 

一方、介護・福祉部局のセンターでは、外国人介護人材および受入事業者からの相談を受け

付ける窓口として、制度や受入方法、日本語教育、資格取得支援など、介護分野に特化した専

門的な情報提供や支援を行うことができる点に意義があると考えられる。また、介護事業者や

養成施設等とのネットワークを活用することで、日本語学習支援や介護福祉士資格取得支援な

ど、受入れ後の人材育成や定着支援を継続的に実施できる点も重要な役割となっている。一方

で、外国人介護人材については、受入れ後の定着支援の重要性が高いことに加え、都市部への

流出など地域内での定着に関する課題も指摘されており、相談対応だけでなく、より実効性の

ある定着支援の取組を強化していくことが課題として挙げられている。 

これに対し、産業・商工労働部局のセンターでは、外国人材の採用方法や制度に関する企業
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からの相談、外国人材からの労働条件や生活に関する相談などを受け付ける窓口として機能し

ている。企業向けの人材確保支援や外国人材とのマッチング、制度説明やセミナーの実施など

を通じて、外国人材の確保から就労までを総合的に支援できる点が一元的なセンターの意義と

いえる。一方で、外国人本人からの相談内容は労働条件や生活相談など多岐にわたることから、

多言語対応や専門的な相談体制の確保が必要であるほか、業種横断的な支援を行う性格上、特

定分野に特化した支援が十分に行いにくいといった課題も見られた。 

 

（6） 未設置自治体のセンター設置に関する状況 

アンケート結果を見ると、センターを設置していない自治体においても、外国人材に関す

る相談や支援は一定程度実施されているが、その体制や今後のセンター設置に対する考え方

には、介護・福祉部局と産業・商工労働部局で違いが確認された。 

介護・福祉部局においては、センターを設置していない自治体では、他部署に設置された

窓口やセンターで対応している場合が多い（55.6％）。また、自治体として既に外国人材の

「確保・受入れ・定着」に関する取組を実施していることを理由とする回答も 22.2％見られ

た。一方で、外国人介護人材の受入れや定着支援の重要性は認識されており、今後の状況に

応じてセンターの設置や機能強化を検討する必要があるとする意見も挙げられている。 

産業・商工労働部局においては、多くの自治体で外国人材に関するセンターが設置されて

いる一方、未設置の自治体では、既存の相談窓口や関係機関を通じて対応している状況が見

られた。具体的には、他部署の相談窓口や外国人総合相談窓口等で対応していることを理由

に、当該部局で新たにセンターを設置していないとする回答が見られた。加えて、既存の取

組があること、事業者ニーズが少ないこと、予算確保が難しいことなども理由として挙げら

れている。 

本アンケート調査では、介護・福祉部局と産業・商工労働部局を対象としたが、外国人材

政策は多文化共生や国際交流など複数の部局に関係するため、既存の窓口や関係機関との連

携により対応している自治体もある。 

このように、センター未設置の自治体では、既存の相談窓口や関係機関を活用して外国人

材に関する支援を行っている状況が見られた。 
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第5章. 自治体交流会の開催 

 概要 

自治体が外国人介護人材の確保に向けた取組プロセスや活用できる制度・支援策を理解する

こと、テーマ別の意見交換を通じて自治体同士が実践的な情報を共有し、取組の具体化につな

げることを目的として、自治体交流会を開催した。 

自治体交流会の概要は以下の通りである。 

 

図表 97 自治体交流会の概要 

セミナー名 外国人介護人材の確保について知ろう！話そう！自治体交流会 

開催日時 2025 年 12 月４日（木）13:00~15:00 

開催方法 オンライン開催（ZOOM ウェビナー） 

セミナー参加者数 62 自治体（都道府県：22 自治体、政令市：３自治体、中核市：12 自

治体、その他市町村：25 自治体） 

参加者属性 自治体職員 

プログラム 1. 外国人介護人材の確保に活用できる補助金・基金事業の概要 

（厚生労働省 社会・擁護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室） 

2. フェーズ別にみる自治体の取組と補助金の活用について 

（株式会社 NTT データ経営研究所） 

3. 外国人介護人材確保に向けた自治体の取組の変遷について 

（福井県、滋賀県、岩手県宮古市） 

4. 自治体の意見交換会（グループディスカッション） 

 グループ A：テーマ①公民連携による確保の取組 

 グループ B：テーマ②外国人介護人材に関するセンターを活用

した人材確保策 

 グループ C：テーマ②外国人介護人材に関するセンターを活用

した人材確保策 

 グループ D：テーマ③複数部局と連携して進める外国人介護人

材の確保 
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図表 98 自治体交流会 チラシ 

  

 

 グループディスカッション要旨 

自治体の意見交換会（グループディスカッション）では、参加自治体の関心テーマごとにグ

ループ分けを行い、４つのグループに分かれて意見交換を行った。 

各グループのディスカッション内容は以下のとおりである。 

 

（1） グループ A：テーマ①公民連携による確保の取組 

公民連携による確保の取組 

➢ 民間側がノウハウを外に出すことに抵抗がある場合も考えられるが、地域の協力体

制をどのように構築しているのか。 

 県としての方針である全県に向けた人材確保に協力いただくことを依頼して

いる。 

➢ 民間企業との連携協定において、効果の把握や評価の方法について知りたい。 

 実績報告として、受入れ事業者名や人材供給人数等を翌年度始めに報告しても

らっている。 

受入れたことが無い事業者へのアプロ―チ 

➢ 外国人介護人材に関する理解促進を図るために、どのようなことを工夫しているか。 

 受入れ促進セミナーにおいて、連携協定を締結している法人に登壇いただき、よ

り具体的な生の声を届けるよう工夫している。 

➢ 外国人介護人材受入れ事業所の募集を委託しているが、老施協が元々持つつながり

を活用することで、応募事業者数が集まっている印象がある。 
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➢ 既に受入れを行っている施設・事業所への見学を開催し、実際の活躍を見てもらうこ

とで、事業者の不安感の払拭に努めている。 

➢ 小規模事業者は外国人介護人材の受入れが進みにくい状況であるといえる。県を 3

エリアに分割し、それぞれプラットフォームを構築することで、各エリアが協力して

取り組みを拡大していくことを検討している。 

 

（2） グループ B：テーマ②外国人介護人材に関するセンターを活用した人材確保策 

外国人介護人材に関するセンターを活用した人材確保策 

➢ タイからの介護人材受入れを目的に、監理団体機能を担うセンターを設立し、事業

者向け支援や人材育成を進めてきた。その結果、受入れは約 5 倍に増加し、人材受

入れがセンターの中核となっている。 

センター未設置の都道府県の取組 

➢ 専用センターは設置せず、民間委託による相談窓口で、事業者と外国人材双方の相

談に対応している。普及啓発や定着支援セミナーを同一事業で実施し、マッチング

や日本語学習支援は別委託で基礎から国家試験対策まで通年で実施している。あわ

せて、ベトナム・インドネシア政府との覚書により、特にインドネシアでは安定的

な人材確保ルートを構築している。 

➢ センター未設置で設置予定もない。人材確保は人材紹介会社と中心に進めており、

特定技能人材の受入れや施設職員向けセミナーを実施している。一方で、日本語学

習や国家試験対策など定着支援の必要性は強く認識しており、来年度予算での事業

化を検討している。 

➢ 委託事業で日本語と介護技術を学ぶオンライン研修を実施。内容は制度理解や基礎

的な日本語・介護技術が中心で、資格取得支援というよりも、就労初期の底上げを

目的としている。 

市町のセンターとの連携・取組等 

➢ 外国人介護人材に関する市の独自施策はまだ少なく、国・県の施策情報を収集・事

業者に共有する段階である。参加目的は「何から始めるべきか」を学ぶことであり、

都道府県設置のセンターに対して、市町村がどのように関与・連携できるのかが見

えにくい点が課題と感じる。 

➢ 県主体のセンター施策の効果が市町村レベルでは実感しにくいと感じている。介護

ビザ取得後、数年で都市部へ流出する点が大きな課題であり、給与以外の方法で地

域に定着してもらう仕組みを模索している。市町村にも直接メリットが及ぶよう

な、国・県の施策を求める。 

➢ 市では年 2 回の研修会や「外国人介護職員の集い」を通じて、悩みや文化の違いを

共有する場を設け、定着支援に力を入れている。交通の不便さが定着の妨げとなっ

ており、運転免許取得支援など生活面の課題が大きい。 
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➢ 外国人介護人材に関する取組はこれからであり、まずは日本人も含めた介護人材確

保に取り組んでいる段階である。他自治体の先進事例を学び、「自治体として何が

できるのか」を模索している。 

 

（3） グループ C：テーマ②外国人介護人材に関するセンターを活用した人材確保策 

センター設置によるメリットと課題 

＜相談窓口を一本化するメリット＞ 

➢ 県のお墨付きがある公的センターとしての信頼と安心感 

➢ 民間人材紹介会社等の選定の際の相談ができる 

➢ 自治体は現場の困りごとを拾い上げやすい 

＜マッチング支援の限界（課題）＞ 

➢ 手続き的なアドバイスや関係機関紹介は可能 

➢ 具体的なマッチング支援までは踏み込めていないケースもある 

＜民間事業者との連携の必要性（課題）＞ 

➢ センターの処理能力を超えて相談数が増加傾向 

➢ 他の管理団体・登録支援機関との情報共有が必要 

参加自治体の現状と課題認識 

➢ 外国人材確保への取り組み・活用が進んでいない 

➢ 中途退職者による費用負担の増加 

➢ 管理団体・登録支援機関との連携不足 

➢ 県と基礎自治体の機能・役割分担のイメージがない 

➢ センター設置による費用対効果の見極めが困難 

➢ センター運営（委託）事業者の選定方法が不明 

 

（4） グループ D：複数部局と連携して進める外国人介護人材の確保 

複数部局で進める際の課題・工夫 

多くの自治体で、介護部局・産業部局・国際交流部局等の連携不足が共通課題とされた。 

➢ 担当者間の個人的なやり取りで情報共有を行い、異動時に情報が途切れる。 

➢ 市として外国人材の雇用状況を把握できず、情報が事業者等に分散していることが

障壁となっている。 

組織的な体制整備や部局横断の仕組み、制度化された会議体の必要性が挙がった。 

外国人介護人材の成功例・課題・失敗例 

外国人介護人材については、業務姿勢や人柄に関する肯定的な評価が多く聞かれた。一

方で、短期間での離職や連鎖的な退職、関係構築前の入れ替わりといった課題も共有さ

れた。 

背景には、受入れ準備や生活支援の不足、管理者の負担増があるとされた。 
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市町村だからできる取組・巻き込み方 

市町村は事業者との距離が近く、情報交換会や研究会等を通じて現場の声を直接把握で

きる点が強みとされた。 

➢ 先行受入法人を核とした研究会や首長を含めた現地視察により、事業者や職員

の心理的ハードルを下げる効果が見られた。 

➢ 既存の事業者協議体を活用した取組。受入れ経験のある事業者を起点としたネ

ットワークが形成されている。 

事業者のニーズ・現場の声の吸い上げ方法 

市町村は、運営指導や運営推進会議、情報交換会等を通じて事業者の声を把握している。 

➢ 事業者団体の例会参加 

➢ 任意参加型の情報交換会 

➢ イベントや研修 

なお、市として雇用状況を把握できず、監理団体との接点が乏しいことが共通課題とし

て挙がっていた。受入れ経験のある法人との信頼関係構築が重要である。 
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 アンケート結果 

今後の各自治体における戦略的な外国人介護人材の「獲得・確保」に関する取組への支援の

参考情報とするため、本交流会終了後に参加者を対象にアンケートを実施した。 

 

◼ 対象：自治体交流会参加者 

◼ 回答数：43 自治体（都道府県：18 自治体、政令市：３自治体、中核市：７自治体、その

他市町村：15 自治体） 

 

◼ 結果概要 

 セミナーのプログラム内容について、「役立った」「非常に役立った」との回答が約８割を

占めていた。 

 役立ったプログラムは、「自治体同士の意見交換会（グループディスカッション）」が最も

多かった。自由記述より、同様の自治体区分との意見交換に満足度が高いことが伺えた。 

 参加したいプログラムの形式は、「自治体事例紹介（成功例・失敗例も含む）」が最も多く、

次いで「海外現地の状況紹介」が多かった。 

 

◼ 結果詳細 

 自治体区分 

図表 99 自治体区分 

 

 

 本自治体交流会のプログラム内容はいかがでしたか。 

図表 100 プログラム内容 
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 役立ったプログラムについて教えてください。（複数選択） 

図表 101 役立ったプログラム 

 

 

 Q3 を選択した理由を教えてください。（自由記述） 

自由記述内容 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

＜外国人介護人材の確保に活用できる補助金・基金事業の概要＞ 

➢ 人材確保の必要性を感じ、補助金等を把握したかったため、今後の検討の材料とな

った 

➢ 厚生労働省が行っている支援事業について、認識していなかったものを知ることが

できた 

➢ 外国人介護人材の導入に活用できる制度がまとまっていた 

＜フェーズ別にみる自治体の取組と補助金の活用について＞ 

➢ 獲得・確保、受入れ、定着のフェーズごとに外国人介護人材に関する取組や制度が

整理されていて、分かりやすかった 

➢ 想定していなかった補助金の活用方法を知ることができ、検討材料になった 

➢ 「自治体の判断」と定められている場合が多く、対象事業にしてよいか迷う部分が

あったため、他県の状況は参考になった 

＜（福井県）外国人介護人材確保に向けた自治体の取組の変遷＞ 

➢ 同じ都道府県としての取組を知ることができた 

➢ 他自治体の独自の取組について、職員の方から直接聞く機会は少ないため、参考に

なった 

➢ 外国人介護職員支援センターの立ち上げの経緯、今後の課題について理解できた。 

➢ 現地での講義や関連団体との連携方法が参考になった 

➢ 人材獲得から受入まで一貫して行っていることがよく分かった 

＜（滋賀県）外国人介護人材確保に向けた自治体の取組の変遷＞ 

➢ 同じ都道府県としての取組を知ることができた 

➢ 人材を受け入れた後の段階的な研修がよく区分けされていて、定着への安心感につ

ながると感じた 

➢ 外国人が日本で働く際に大都会で働くイメージしかない中で、地方における雇用に
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向けての取組が参考になった 

＜（宮古市）外国人介護人材確保に向けた自治体の取組の変遷＞ 

➢ 同じ市としてとても参考になった 

➢ ボトムアップ的に外国人人材確保に至っている点、介護以外の分野も含めて取り組

んでいる点が、自治体主導で行うべきスタイルとして共感し、現実的と感じた 

➢ 個人レベルの協議から始まった取組に感銘を受けた 

➢ 介護人材の確保に向けた関係団体との研究会の立ち上げについて、参考になった 

＜自治体同士の意見交換会＞ 

➢ 他県の方と外国人材確保に関して意見交換する初めての機会だったため、先進的な

取組を共有していただくことができた 

➢ 同じ都道府県としての取組を知ることができ、参考になった。 市町村等で抱えてい

る課題を知ることができた 

➢ どこも同様の問題と悩みを抱えており、各自治体の事情はあるにせよ、ある程度、

国が先導する形態で事業を進めていく必要があると感じた 

➢ 市同士で意見交換できたのがよかった 

➢ 他自治体の取組を共有し、あまり進められていないのが実情であると再認識できた

とともに、より注力していかなければならないと認識できた 

 

 グループディスカッションではどのテーマに参加しましたか。 

図表 102 参加したテーマ 

 

 

 今回のセミナーで、「もっと知りたかった」「十分に知ることができなかった」と感じた内

容があれば教えてください。（自由記述） 

自由記述内容 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

＜交流会の運営について＞ 

➢ 事前にディスカッションのテーマを知り、質問を考えたかった 

➢ 資料を事前に配布してほしかった 

➢ 別グループのディスカッション内容も知りたかった 

➢ 参加したディスカッションが県中心で、市町村にはやや合わなかった 

＜制度、取組の流れについて＞ 

➢ そもそもの外国人介護人材の受入れに対する知識がなく、制度的な話や一般的な流
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れを知りたかった 

➢ 活用した補助金や取り組む手順について、もう少し詳しく知りたかった 

＜市町村の取組について＞ 

➢ 都道府県の事例は小規模市町村では難しく、市町村向けの事例を知りたかった 

➢ 市町で取り組んでいる外国人人材確保対策について、さまざまな事例を知りたかっ

た 

＜連携について＞ 

➢ 県と市町村との連携について知りたかった 

➢ 自治体内部よりも、外部（事業者、登録支援機関、監理団体、民間等）との連携に

ついて知りたかった 

＜その他＞ 

➢ 市としてセンターを設置できるのか知りたかった 

➢ 外国人人材確保と多文化共生の視点を、行政主体の場合にどう考えるか深掘りして

ほしかった 

➢ 介護ビザを有する外国人介護人材の定着について知りたかった 

 

 以下の形式のプログラムがある場合、参加したいものを教えてください。（複数選択） 

図表 103 参加したいプログラムの形式 

 

 

 参加したい理由や、取り扱ってほしいテーマを教えてください。（自由記述） 

自由記述内容 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

＜参加したい理由＞ 

➢ 制度解説 

 制度や取組が分からず、初歩的な知識を増やしたい 

 今後の補助金活用の検討材料を得たい 

➢ 自治体事例紹介 

 取組が進んでいないため、先進自治体の具体的な事例を知りたい 

 様々な規模の市町村の具体的事例を知りたい 

➢ 自治体同士の意見交換会 
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 自治体ごとの取組状況に応じたアドバイスがほしい 

 人材の確保については都道府県単位での施策が多いと感じた。 市区町村でで

きるテーマについて知りたい 

➢ 監理団体や登録支援機関等との意見交換会 

 監理団体や登録支援機関と直接話し、受け入れの実態や課題を把握したい 

 海外からの受け入れについて、実際に取り組んでいる機関の具体的な活動や課

題を知りたい 

➢ 海外現地の状況紹介 

 業務で関わる機会が少なく、情報不足である 

 導入を検討する段階として、制度や外国人介護人材の状況を知りたい 

➢ 個別相談 

 自治体ごとの取組状況に応じたアドバイスがほしい 

＜取り扱ってほしいテーマ＞ 

➢ 確保について 

 介護分野における特定技能外国人・EPA の制度的な位置づけや課題 

 外国人介護人材の受入施設を増やすための自治体のアプローチ方法 

➢ 受入れについて 

 民間事業者と連携した受入れ支援 

 訪問介護事業者の特定技能受入にかかる注意点 

➢ 定着について 

 人材の定着に向けた取組事例（住居確保等） 

 地方の人材定着の取組について 

 民間事業者と連携した定着支援 

➢ その他 

 外国人に限らない介護人材確保施策について 

 自治体の取組の失敗例 

 特定技能外国人・EPA が介護福祉士国家資格を取得できず、帰国・離職してい

る人数の都道府県別把握 

 

 その他、会議の開催方法や配慮事項等についてご意見がございましたら、ご記入ください。

（自由記述） 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

➢ 資料は事前提供して欲しい 

➢ 都道府県、政令市の取り組みと一般市とでは規模感が違うため、自治体規模を揃え

てディスカッションできるとよい 

➢ 事後に振り返りができるように、ディスカッションの内容をまとめた資料が欲しい 
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第6章. セミナーの開催 

 概要 

海外現地からの外国人介護人材の確保等に取り組む自治体の好事例を共有し、各自治体が自

地域の状況に応じて今後の取組を検討・よりよくする際の参考とすること、関係機関がネット

ワークを構築し、介護分野の担当者同士が継続的に情報交換・協力できる横のつながりを強化

することを目的としてセミナーを実施した。 

セミナーの概要は以下の通りである。 

 

図表 104 セミナーの概要 

セミナー名 自治体・事業者のための外国人介護人材確保・定着セミナー 

開催日時 2026 年２月 27 日（金）13:30~15:00 

開催方法 ハイブリッド形式 

対面会場：AP 品川（東京都港区港南 1-6-31 品川東急ビル 8 階） 

オンライン会場：ZOOM ウェビナー 

セミナー参加者数 164 名（現地参加：19 名、オンライン参加：145 名） 

参加者属性 自治体職員（介護・福祉部局、産業労働部局等）、介護事業者、 

監理団体、登録支援機関、送出し機関等に所属する職員の方、 

他外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関わる事業者の方 等 

（アンケート結果より集計） 

プログラム 1. 外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する政策動向 

（厚生労働省 社会・擁護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室） 

2. 今年度の事業紹介 

（株式会社 NTT データ経営研究所） 

3. 外国人材受入促進のための海外との連携に係る香川県の取組 

（香川県 商工労働部 労働政策課） 

4. 新潟県における外国人介護人材の受入れ・定着の取組 

（新潟県 福祉保健部 高齢福祉保健課） 

5. 自治体等との連携事例 

（公益社団法人 国際厚生事業団（JICWELS）） 

6. パネルディスカッション 

テーマ：外国人介護人材の「確保」をどう進めるか～一歩を踏み出す

ためのヒントと国内外の連携～ 

 株式会社千正組 代表取締役社長 千正 康裕 氏 

 香川県 商工労働部労働政策課 外国人材確保対策グループ 

 主幹兼課長補佐 常金 志信 氏 

 新潟県 福祉保健部 高齢福祉保健課長 中村 章一 氏 
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 国際厚生事業団 外国人介護人材支援部長 矢口 浩也 氏 

掲載先 https://www.nttdata-strategy.com/newsrelease/event/260109/  

 

図表 105 セミナー チラシ 

  

 

 登壇内容 

 登壇者から許可が得られた資料について、掲載する。 

https://www.nttdata-strategy.com/newsrelease/event/260109/
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（1） 厚生労働省（外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する政策動向） 
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（2） 株式会社 NTT データ経営研究所（今年度の事業紹介） 
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（3） 香川県（外国人材受入促進のための海外との連携に係る香川県の取組） 
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（4） 公益社団法人国際厚生事業団（自治体等との連携事例） 
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 パネルディスカッション要旨 

（1） 外国人介護人材の確保・受入れ・定着の取組を進める上で直面した課題 

 議論では、外国人介護人材の確保・受入れを進めるにあたっては、行政単独で取り組むこと

の難しさが共有された。また、送出し機関や現地パートナー、自治体の取組を支援してくれる

相手国に関する専門性のある国内の事業者等など、信頼できる連携先をどのように見つけるか

が大きな課題として挙げられた。海外の大使館や国際協力機関などを通じて関係先を紹介して

もらうなど、複数のルートを活用しながら関係構築を進めていく必要があるという意見もあっ

た。 

また、適切な支援機関や連携先に関する情報が十分に整理されていないことも、自治体が取

組を進める上での課題として示された。さらに、専門学校や事業者が先行して外国人材の受入

れを進めてきた地域では、行政がどのような形で後押しを行うべきかについても試行錯誤が続

いている状況が共有された。 

 

（2） 「獲得・確保」の取組の進め方 

 議論では、外国人介護人材の受入れを進める上では、行政だけでなく、民間事業者や事業者

団体など多様な主体を巻き込むことが大切だという意見が出された。登壇者からは、自治体に

よるセミナー開催や有識者の講演などを通じて、関心を持つ事業者や関係者と接点を作り、対

面やオンラインでの対話を重ねながら関係性を構築していく取組が紹介された。また、既に外

国人材を受け入れている事業者グループや業界団体とのコミュニケーションを通じて情報を

得ることも重要な手法として挙げられた。加えて、パートナーを選ぶ際には、日本側の人材不

足という課題だけでなく、送出し国側の雇用ニーズなど双方の需要が一致する関係を構築する

ことが重要であるとの指摘もあった。さらに、外国人材の定着を見据える場合、彼らがどのよ

うな背景や目的を持って日本に来るのかを理解することが欠かせず、現地を訪問して教育環境

や生活背景を把握する取組の必要性も意見があった。 

 

（3） 活用した資源・探し方・選び方 

議論では、外国人介護人材に関する取組を進める上で、キーパーソンや関係機関とのネット

ワークをどのように形成するかが重要であるとの意見が示された。例として、自治体が外国人

介護人材の必要性を発信すると、様々な関係者から情報提供や協力の申し出があり、それぞれ

の特徴や強みを把握しながら関係構築を進めていくことで、適切な連携先が見えてくるとの経

験が共有された。また、国際的な人材交流においては、日本側の人材不足という課題だけでな

く、送出し国側の雇用ニーズを含めた双方の課題が一致することが重要であるとの指摘があっ

た。例えば若年人口が多く海外就労を志向する国にとっては人材の送出しが政策課題となって

おり、日本側の需要と合致することで持続的な関係構築が可能になるという意見が出された。 
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（4） 事業を一体的に行う工夫、効果 

議論では、外国人介護人材の受入れは働く環境と生活環境の双方を含めて支援する必要があ

るとの認識が共有された。仕事面の支援だけでなく、多文化共生の取組や生活支援などを関係

部署と連携しながら進めることが重要であるとされた。また、受入れ事業者が日常的に相談で

きる窓口や支援センターの設置は、現場の課題解決を支える仕組みとして有効であるとの意見

もあった。さらに、日本語支援については、来日直後の基本的なコミュニケーション支援から、

経験を重ねた後の記録作成や申し送りなど業務に関わる高度な日本語まで、段階に応じた支援

が必要であるという指摘もあった。こうした支援を一つの窓口で集約し、地域の専門人材と連

携して提供することが、外国人材の安心感や定着につながるとの認識が示された。 

 

（5） 自治体の魅力発信の工夫 

議論では、外国人材の確保に向けた魅力発信の方法についても共有された。海外で開催した

ジョブフェアでは、既に日本で働いている同国出身の職員が同行し、自らの経験を語ることで、

参加者に安心感を与え大きな反響があった事例が紹介された。実際に日本で生活し働いている

人の言葉は、これから来日を検討する人材にとって信頼性が高く、日本の生活や仕事の魅力を

具体的に伝える効果があるという意見もあった。 

 

（6） 振り返っての学び 

議論のまとめとして、外国人介護人材の確保は全国共通の課題であり、行政の介護人材担当

部署だけで進められるものではなく、庁内他部局と連携しつつ、事業者、関係団体、基礎自治

体等と連携しながら取り組む必要があるとの認識が共有された。また、外国人材の受入れが事

業者にとって有効な選択肢となるよう、環境整備を進めていくことの重要性もあわせて示され

た。さらに、世界的に介護人材の確保競争が進む中で、日本の強みである「安全・安心な社会」

を発信し、外国人が安心して働き続けられる環境づくりを進めていくことが今後ますます重要

になるとの意見で締めくくられた。 

 

 

 アンケート結果 

今後の自治体・事業者等における外国人介護人材確保・定着における取組への支援の参考情

報とするため、本セミナー終了後に参加者を対象にアンケートを実施した。 

 

◼ 対象：セミナー参加者 

◼ 回答数：55 件（対面参加：９件、オンライン参加：46 件） 

 

◼ 結果概要 

 セミナーのプログラム内容について、「役立った」「非常に役立った」との回答が約９割を
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占めていた。 

 パネルディスカッションの参考になった情報として、「自治体が確保・受入れ・定着の取

組を一体的に進めるために行っている工夫・効果」が 21 件と最も多く、次いで「自治体

が確保・受入れ・定着の施策を進める上で、直面する課題」「自治体が確保の取組を進める

にあたっての事業者・民間企業の巻き込み方」が 18 件と多かった。 

 自治体等における外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する取組について、本セミナ

ーで知ることができた内容は、「受入れ後の定着支援（生活支援・日本語教育など）」が 31

件と最も多く、次いで「地域・関係機関と連携した定着支援の取組（安心して働ける環境

作り、地域とのつながりづくりなど）」が 23 件と多かった。 

 自治体等における外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する取組について、さらに詳

しく知りたかった内容は、「受入れ後の定着支援（生活支援・日本語教育など）」が 33 件

最も多く、次いで「地域・関係機関と連携した定着支援の取組（安心して働ける環境作り、

地域とのつながりづくりなど）」が 26 件と多かった。 

 

◼ 結果詳細 

 所属先 

図表 106 所属先 

 

 

 セミナーのプログラム内容はいかがでしたか。 

図表 107 セミナーのプログラム内容 

 

 

自由記述内容 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

＜非常に役立った＞ 

➢ 厚生労働省の政策方針に関する詳細な説明や、様々な県の取組事例を通じて、海外
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からの人材が地域に定着するための具体的な方策について理解できた 

➢ 外国人介護人材の受入のノウハウを学ぶことができた 

➢ 都市部への人材流出が問題だと考えているため、登壇自治体の話が参考になった 

➢ 介護に関わる事業者として介護労働に関わる外国人の取り扱いについて学んだ 

＜役立った＞ 

➢ 国をあげての政策や自治体における取組が分かった 

➢ 制度の内容と取組についての実際について両方を学ぶことができた 

➢ 取り組みにおける各フェーズの状況ややるべきことが分かった 

➢ 行政だけではなく、外国人介護人材を必要としている業界へのアプローチの大切さ

が理解できた 

➢ 補助金制度を調べて活用してみようと思った 

➢ 各自治体での外国人材確保・定着の取り組みを知る事が出来たため。 

➢ ルート作りだけではなく、日本の介護の PR の作成についても理解した 

＜どちらともいえない＞ 

➢ 小規模自治体では取組が難しいため 

➢ 外国人介護人材の定着に向けた日本人側の課題について話があれば良かった 

➢ 具体的な取組と費用感等の話を聞きたかった 

＜あまり役に立たなかった＞ 

➢ 事業者の悩み解決の糸口が見出せなかった 

 

 役立ったプログラムについて教えてください。（複数選択） 

図表 108 役立ったプログラム 

 

 

 パネルディスカッションについて、参考になった情報を教えてください。（複数選択） 

図表 109 パネルディスカッションについて参考になった情報 
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 自治体等における外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する取組について、本セミナ

ーで知ることができた内容を教えてください。（複数選択） 

図表 110 本セミナーで知ることができた内容 

 

 

 自治体等における外国人介護人材の確保・受入れ・定着に関する取組について、さらに詳

しく知りたかった内容を教えてください。（複数選択） 

図表 111 取組についてさらに詳しく知りたかった内容 

 

 

 外国人介護人材の確保・受入れ・定着の取組に関して、今後、セミナー等で知りたい情報

があればご記載ください。（自由記述） 

自由記述内容 

※文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

➢ 市町村の取組事例について知りたい 

➢ 取組の費用感、準備期間を知りたい 

➢ 外国人介護人材の受入れの流れや、具体的な成功例や課題、定着に向けた取組を知

りたい 

➢ 外国人介護人材の定着に向けた具体的な方法、定着・離職の要因について知りたい 

➢ 日本人側の外国人介護人材受入れに向けた心構えについて知りたい 

➢ 現地の送出し機関との連携方法について知りたい 

➢ 帰国した人材の再来日に関する事例があれば伺いたい 
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➢ 雪国での生活に不慣れな外国人介護人材への生活指導や通勤困難時の支援事例を

知りたい 

➢ 公平性が求められる行政事業で、人材獲得に関わる業務を委託する業者との関わり

方について知りたい  

➢ 地元企業や業界の各論的役割について知りたい 

➢ 特定技能試験合格にかかる時間と教育プログラム（カリキュラム）等を知りたい 

➢ 技能実習生の資格取得後、在留資格「介護」として生活定着している状況など、現

況をデータとして知りたい 

➢ 介護福祉士資格の経過措置についての現状及び今後について聞きたい 

 

 

 その他、会議の開催方法や配慮事項等についてご意見がございましたら、ご記入ください。 

自由記述内容 

※回答者の特定を防ぐため、文意に変更のない範囲で修正、一部抜粋している。 

➢ 事業報告で説明していた事例について詳細を聞きたい。 

➢ 自治体の方針や考えが聞けて良かった。一方で、自治体以外から紹介を受けて外国

人介護人材の受入れを行っている施設も多いため、現場サイドの確保・受入れ・定

着についてもっと聞きたい。 

➢ セミナーの対象者をより明確にしてほしい。 
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第7章. 自治体向けガイドブックの作成 

 概要 

（1） 目的 

自治体が外国人介護人材の「獲得・確保」に関する取組を進める際の実務的な参考資料とし

て、取組の意義（Why）、内容（What）、進め方やポイント（How）を整理し、自治体の施策

の検討や実践に役立てていただくこと。 

 

（2） 対象者 

自治体の中でも、主に都道府県等の外国人介護人材受入れ主管課の担当者で、特に外国人介

護人材の「獲得・確保」を進める担当者。 

 

（3） ガイドブックの構成 

 ガイドブックでは、まず、自治体が外国人介護人材の「獲得・確保」に取り組む意義を整理

した上で、自治体の実際の取組を整理して示し、その後、実際に取組を進める際の進め方やポ

イント、留意点を整理する構成としている。 

すなわち、Why（なぜ取り組むのか）、What（どのような取組があるのか）、How（どのよ

うに進めるのか）の流れで整理することで、担当者が取組の必要性を理解し、具体的な取組の

検討や実践につなげやすい構成とした。 
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図表 112 ガイドブックの構成 

大項目 中項目 

はじめに  本ガイドブックについて① 

 本ガイドブックについて② 目的、対象者、構成 

 本書のフォーカス 

Why  外国人介護人材の「獲得・確保」に自治体の関与が求め

られる背景 

 人材の「獲得・確保」における海外との競争激化 

 介護事業者単独で「獲得・確保」を進めることの難しさ 

 市区町村単独で「獲得・確保」を進めることの難しさ 

 自治体（都道府県）が関与する意義 

What  自治体の外国人介護人材の取組（フェーズごとの整理） 

 「獲得・確保」の取組 

 各取組の概要：【獲得・確保】 

 各取組を一元的に実施するセンター 

How  「獲得・確保」の４つの取組（全体像） 

➢ ①情報収集・調査のポイント 

➢ ②関係構築・連携強化のポイント 

➢ ③受入れのスキームの策定のポイント 

➢ ④広報・採用活動のポイント 

参考資料  自治体で「獲得・確保」を進める 

 外国人介護人材等の受入れ等に関する自治体の取組を知

る 

 外国人介護人材についての理解を深める 
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 ガイドブックの内容 
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第8章. 自治体が外国人介護人材の確保等に取り組むうえでの必要な取組 

本章では、これまでに把握した自治体の取組実態や事例を踏まえ、自治体が外国人介護人材

の確保等に関して実施する必要な取組のポイントを整理する。 

本事業を通じて複数の自治体の取組を俯瞰すると、一定の先進事例や参考となるモデルは存

在するものの、人口規模、介護ニーズ、地理、既存の人材資源や関係主体の状況は地域ごとに

大きく異なる。そのため、特定のモデルを当てはめるのではなく、各自治体が自らの地域の実

情を踏まえ、必要な取組を取捨選択し、組み合わせながら進めていくことが重要である。 

以下では、まず、「獲得・確保」において主となる協定締結、受入れスキームについて、本事

業で得られた結果をもとに、フローや類型を整理する。それらを踏まえて、自治体が外国人介

護人材の確保等を進めるうえで求められる取組要素、ならびに、それらを一体的・継続的に推

進する体制としての「一元的なセンター」の役割と位置づけについて整理する。 

 

 本事業から得られた取組の整理 

本項では、「獲得・確保」の段階で重要となる協定締結のプロセスや、受入れスキームの類型

を整理する。 

 

（1） 協定締結に向けたフロー・ポイント 

 協定締結を行った自治体のヒアリング結果をもとに、協定締結に至るプロセスお

よびその際のポイントを整理した。協定締結までの具体的な進め方は、地域の状況

や既存の関係性等によって前後や差異が見られるものの、複数の事例を横断的に

整理すると、概ね共通する検討段階を経て進められているといえる。 

 

図表 113 協定締結の大まかな流れ 

 

 

 協定締結において特に重要なのは、事前準備と目的の明確化である。ヒアリングで

は、協定を締結しても、現地の日本語教育基盤が十分でないなどの理由から、実際

の受入れに至らなかった事例も確認された。 
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 そのため、協定締結そのものが目的化しないよう、自治体としてのニーズや、どの

ような連携を実現したいのかといった目指す姿を事前に明確にした上で、相手国・

地域の制度や教育基盤等の特徴を十分に把握し、現地の実態を踏まえて締結する

ことが重要である。 

 また、連携の目的や相手国・地域との関係の熟度に応じて、段階的に協定を締結す

ることも有効な選択肢と考えられる。実際、初年度に海外現地の保健省と協定締結

をしたものの、人材の送出しを直接所管していないため、当該協定のみでは実際の

人材受入れには直結しなかった。そのため、労働省など関係する複数省庁との調整

を行い、介護分野に限定せず、複数分野での人材交流を視野に入れた包括的な協定

を関係省庁と締結することで、受入れルートの策定につながった事例があった。 

 このように、単一の協定締結のみでは人材確保という最終的な目的が達成されな

い場合には、目的に応じて複数の協定を組み合わせることが、実効性を高める上で

有効であると言える。あわせて、協定の数だけでなく、その内容や期間の設計も重

要である。例えば、初期段階においては包括的な協定ではなく、まずは MOU（覚

書）を締結し、期間も１年ごととすることで、取組の進捗や課題を踏まえながら柔

軟に見直しを行う運用とした自治体もあった。 

 このように、協定の内容を取り組みやすい範囲にとどめ、期間や内容を定期的に見

直せるサイクルをあらかじめ組み込むことが、持続的かつ実効性のある連携につ

ながると考えられる。 

 

（2） 受入れのスキームの類型化 

 協定締結や、相手国・地域との関係構築後、実際にどのような仕組みで人材を自治

体内に受け入れていくかという「受入れスキーム」の設計は、多くの自治体にとっ

て課題となっている。ヒアリングにおいても、協定締結後の具体的な運用段階で検

討が停滞するケースが見られた。 

 そこで、ヒアリング結果を踏まえ、外国人介護人材の「獲得・確保」に関する受入

れスキームについて、主導する主体の違いに着目し、整理した。その結果、自治体

が実際に採っていた受入れの進め方は、主導主体の観点から概ね５つに類型化で

きた。なお、これらの類型は排他的なものではなく、自治体の状況に応じて組み合

わせて活用されている場合が多い。 

 

➢ ①官主導・直接ルート 

 行政が主要主体となり、海外政府、教育機関、送出し機関等と直接協定を

締結し、受入れルートを形成するタイプである（技能実習・特定技能）。 

 自治体が主体となって現地の政府機関や教育機関等と協定を締結し、そ

の後の運用段階では、監理団体や登録支援機関を担う団体等と連携し、実
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際の受入れを進めている。 

 このスキームの強みは、自治体が前面に立つことで、公的な信用力を背景

に相手国・地域との関係を構築しやすく、地域の方針やニーズを踏まえて

受入れの方向性を設計しやすい点にある。 

➢ ②養成施設連携型 

 海外教育機関と協定し、在留資格「留学」で受け入れ、留学→資格取得→

県内就職までを一貫してつなぐ教育連携型のスキームである。 

 このスキームの強みは、資格取得を経て地域内就職につなげる仕組みで

あるため、短期的な受入れにとどまらず、地域に根づく人材の育成・定着

につなげやすい点にあるといえる。 

➢ ③事業者主導型 

 民間事業者が既に有する海外ネットワークや受入れルートを、自治体が

支援・活用する「民間ネットワーク接続型」のスキームである。 

 このスキームの強みは、自治体がゼロから海外との関係を構築しなくて

も、既に現場で培われたネットワークや実務ノウハウを生かせることに

あるといえる。特に、受入れ実務に精通した事業者が主導することで、募

集、調整、受入れ後の運用までを比較的現実的に進めやすく、立ち上がり

が早いという利点もある。 

➢ ④現地育成型 

 日本語教育や介護教育を海外現地に出前し、事前に一定の育成を行った

上で、技能実習や特定技能等により受け入れる「育成前倒し型」のスキー

ムである。 

 例えば、①の官主導・直接ルート型により現地と協定を締結した上で、自

治体や関係機関のネットワークを活用して、現地の教育機関等と連携し、

日本語や介護に関する事前教育を行っている事例があった。来日前から

外国人介護人材が日本語や介護への理解を深めることができるため、受

入れ後の定着につなげやすい点が特徴である。 

 また、受入れ後に必要となる支援の一部を前倒しで行うことができるた

め、現場の負担軽減にも資しやすく、質の確保と定着支援を両立しやすい

スキームといえる。 

➢ ⑤センター活用型 

 自治体内に設置されたセンターが、海外との窓口機能を担い、監理団体・

登録支援機関・事業者等との調整や連携を包括的に行うハブ型のスキー

ムである。 

 例えば、センターをハブとして、人材の受入れから定着までを一体的に支

援している事例や、センターが監理団体として、人材を受け入れており、
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①の官主導型や②の養成施設連携型と組み合わせて活用されている事例

があった。 

 このスキームの強みは、受入れに関わる機能や関係者を一元的につなぎ、

介護事業者や外国人介護人材本人の支援、相談先を明確にできることに

ある。 

 特に、センターが監理団体、登録支援機関、日本語学校、地域の関係機関、

介護事業者等をつなぐ実務的なハブとして機能することで、受入れから

定着までを通じて継続的に支援しやすい点が大きな利点であるといえる。 

 また、他のスキームと組み合わせることで、受入れ後の運用や定着支援を

補完しやすいという強みもある。 

 

 以上のように、受入れスキームは単一の正解があるものではなく、自治体の体制や人材資源、

地域特性を踏まえながら、複数の類型を組み合わせて設計していくことが重要である。 
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 外国人介護人材の「獲得・確保」を進める上で必要な取組 

➢ 自治体の状況の把握（事前準備） 

 外国人介護人材の確保等に向けた取組を進めるにあたっては、自治体として、地域

の実情を十分に把握することが重要である。 

 具体的には、介護人材不足の状況、外国人介護人材に対する事業者のニーズや受入

れ意向、既存の受入れ実績、地域内の関係機関や支援資源の有無などを整理し、自

自治体がどの段階にあり、何を優先課題とすべきかを見極める必要がある。 

 ヒアリングでは、既に受入れが進んでいる自治体では「獲得・確保」よりも「受入

れ」や「定着」支援に重点が移っている例や、まずは受入れ未経験の事業者の裾野

を広げることを重視している例が見られた。 

 こうした点からも、自治体の取組は一律ではなく、地域の受入れ状況や介護事業者

の意向、既存の民間資源の有無に応じて、重点や進め方が異なることが分かる。 

 また、パネルディスカッションでは、業界団体や地域の介護事業者へのヒアリング

を通じて、現場のニーズや課題感を把握することが、自治体としての方向性の整理

や、連携先の見極めに当たって重要であるとの意見が共有された。 

 このように、自治体が自らの地域の特徴や課題を把握し、現場の実情を踏まえて取

組の出発点を定めることが、その後の資源把握、関係者との連携、重点設定を進め

る上での土台になるといえる。 

 

➢ 資源の明確化 

 外国人介護人材の確保等に向けた取組を進めるためには、まず自治体内外に存在

する資源を把握し、可視化することが重要である。 

 具体的には、介護事業者、日本語教育機関、海外と何らかの接点を有する企業・団

体、公的機関など、どのような主体が、どの分野で関与し得るのかを整理すること

が、必要である。 

 ヒアリングでは、自治体内に海外とのネットワークや実務ノウハウを持つ民間事

業者が存在するため、自治体が前面に立つのではなく、そうした事業者の力を生か

して取組を進めている例も確認された。また、日頃から庁内で人材確保の課題を共

有していたことにより、他部署が有していた海外との協定や関係性を介護分野に

応用できた事例も見られた。 

 さらに、パネルディスカッションでは、セミナーの開催などを通じて自治体が外国

人材の必要性を発信したことで、関係者から情報提供や協力の申し出があり、そこ

から適切な連携先が見えてきたという経験も共有された。 

 このように、地域内外の資源は、既存の調査やヒアリングによって把握するだけで

なく、自治体が積極的に庁内外での情報共有や発信を行うことが重要であるとい

える。 
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➢ 関係者との連携 

 取組を円滑に進めている自治体では、先進的な介護事業者や、海外と何らかのつな

がりを有する団体・個人を適切に巻き込んでいる点が共通していた。 

 外国人介護人材の確保等は、行政のみで完結するものではなく、介護事業者、教育

機関、送出し機関、監理団体、登録支援機関、業界団体等との連携を前提として進

める必要がある。 

 このため、行政がすべてを担うのではなく、各主体の強みや役割を整理し、連携体

制を構築することで、より実効性の高い取組につなげることが可能となる。 

 例えば、センターの運営業務を受託している事業者が海外現地との覚書調整を担

い、その後、自治体と受託事業者が現地を訪問して覚書を締結した事例や、介護事

業者や社会福祉協議会を構成員とする「人材確保研究会」を立ち上げ、地域内の事

業者と継続的に意見交換を行う場を設けた事例が見られた。このように関係者と

の連携は、自治体が単独では確保しにくい海外との接点や実務的なノウハウを補

うだけでなく、地域内の関係者の理解や協力を得ながら、取組を具体的かつ継続的

に進める上でも重要であるといえる。 

 

➢ 自治体施策における位置づけの明確化 

 外国人介護人材の確保等の取組は、自治体内部においてどの施策領域に位置づけ

られるかによって、推進力が大きく左右される。単発の取組として実施するのでは

なく、自治体の方針や重点施策の一つとして明確に位置づけることで、KPI の設定

や進捗管理が可能となり、取組の可視化や改善につなげやすくなると考えられる。 

 ヒアリングでは、外国人介護人材の確保を県の人材確保施策の一環として位置づ

けることで、部局横断的に一体的な推進体制を構築している事例や、「外国人材受

入促進・共生推進パッケージ」として施策全体を整理し、関係部局が連携しやすい

形を整えている事例が見られた。 

 また、施策上の位置づけを明確にすることは、庁内調整を進めやすくするだけでな

く、地域の事業者や関係機関に対しても、自治体として本気で取り組む意思を示す

効果がある。その結果、関係者の理解や協力を得やすくなり、取組を継続的・安定

的に進める基盤づくりにつながるといえる。 

 

➢ 継続的に運用できる体制の確保 

 さらに、取組を一過性のものにしないためには、継続的に運用できる体制を確保す

ることも重要である。 

 外国人介護人材の確保等は、協定締結や初回受入れで完了するものではなく、現地

との関係維持、受入れ事業者への支援、本人へのフォロー、制度変更への対応など、
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継続的な対応が求められる。ヒアリングでは、業界団体が現地視察に同行したこと

により、その後の自治体内での啓発や関係者との調整にもつながった事例が見ら

れた。 

 このため、センターや外部委託先、業界団体等も含めて、地域として継続的に支え

られる体制を構築することが、安定的な取組を進めるうえで重要であるといえる。 

 

➢ 外国人介護人材の声を踏まえた設計 

 外国人介護人材の確保等を進めるに当たっては、制度や受入れ側の視点だけでな

く、外国人介護人材の本人の声を踏まえて取組を設計することも重要である。 

 具体的には、来日の動機、日本で働くうえで重視していること、就労後に直面しや

すい不安や困難、職場に求める支援などを把握することで、募集時の発信内容や、

受入れ後の支援の重点を、実態に即して検討しやすくなる。また、外国人介護人材

が安心して働ける環境を整えることが重要である。 

 特に、外国人介護人材本人の期待と、受入れ側が想定する支援内容にずれがある場

合には、受入れ後のミスマッチや早期離職につながるおそれがある。 

 パネルディスカッションでも、外国人介護人材の定着を見据えるうえでは、現地を

訪問して教育環境や生活背景を把握すること、また、既に日本で働いている同国出

身者の声を活用して魅力発信を行うことの有効性が示された。 

 このため、ヒアリングやアンケート、既存の事例集等を通じて、外国人介護人材本

人の経験や意向を継続的に把握し、施策や支援に反映していくことが、「獲得・確

保」から「定着」の両面で重要であるといえる。 

 

➢ 「定着」まで見据えた設計 

 外国人介護人材の取組は、「獲得・確保」だけを切り出して進めても十分ではなく、

受入れ後の育成・生活支援・定着までを見据えて一体的に設計することが重要だと

いえる。 

 ヒアリング調査では、自治体の取組は、当初は「獲得・確保」を重視していても、

実際には受入れ後の日本語支援、資格取得支援、相談対応、地域での生活支援など

の必要性が大きく、取組の重点として「受入れ」や「定着」がいずれも高い事例が

多く見られた。これは、受け入れるだけでは人材の活躍や地域への定着につながら

ず、受入れ後の支援まで含めてはじめて取組が成り立つことを示している。 

 また、協定締結や受入れルートの構築が進んでいても、現地教育、募集、受入れ事

業者の理解、受入れ後の支援体制が十分でなければ、受け入れた後の定着に結びつ

きにくい事例も確認された。このことから、「獲得・確保」の段階であっても、そ

の後の「受入れ」や「定着」を支える体制をあらかじめ視野に入れて設計する必要

があると考えられる。 
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 さらに、セミナーのアンケート結果では、自治体職員等が参考になった情報、さら

に詳しく知りたい情報として、いずれも受入れ後の定着支援や地域・関係機関と連

携した支援への関心が高かった。 

 以上を踏まえると、自治体が外国人介護人材施策を進めるに当たっては、「どのよ

うに確保のルートを作るか」だけでなく、どのように受け入れ、どのように学び・

働き続けられる環境を整えるかまで含めて設計することが重要である。すなわち、

受入れ、育成、定着までを一連の流れとして捉え、各段階を切れ目なく支える体制・

仕組みを整えることが、実効性のある取組につながるといえる。 
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 自治体の取組を一元的に実施する体制・仕組み 

（1） 一元的なセンターが担う役割 

アンケート調査および自治体へのヒアリング結果を踏まえると、外国人介護人材を含む外国

人材に関する支援を一元的に担うセンターは、外国人材の確保、受入れ、定着に関する取組を

総合的に支援する拠点として、主に以下のような役割を担っている。 

➢ 相談・情報提供機能 

外国人材の受入れを検討する事業者や外国人材本人からの相談を受け付け、在留資格制度、

雇用ルール、受入方法などに関する情報提供を行う窓口として機能している。アンケート

結果からも、センターには事業者からの受入方法や制度に関する相談、外国人材本人から

の労働条件や生活に関する相談など、多様な相談が寄せられていることが確認された。 

➢ 受入れ支援機能 

外国人材の採用やマッチングに関する支援、受入体制整備に関する助言、セミナーの開催

などを通じて、外国人材の受入れを希望する事業者への支援を実施している。ヒアリング

では、外国人材の採用方法や制度理解に関する情報提供を通じて、外国人材の受入れを検

討する事業者の裾野を広げる役割を担っていることが確認された。 

➢ 人材育成・定着支援機能 

日本語教育や資格取得支援、交流事業などを通じて、外国人材の地域への定着を支援する

取組も実施されている。特に介護分野では、介護福祉士資格取得支援や日本語学習支援な

ど、人材育成と定着を目的とした支援が重要な役割となっている。 

➢ 関係機関との連携拠点機能 

監理団体、登録支援機関、日本語学校、国際交流協会、行政書士会などの関係機関と連携

し、相談内容に応じて適切な支援機関につなぐとともに、情報共有や共同事業の実施を通

じて地域における外国人材支援のネットワーク形成を図っている。 

 

このように、一元的なセンターは、外国人材の確保から受入れ、定着までの各段階において

必要な支援を総合的に提供するとともに、関係機関との連携を通じて地域全体の外国人材支援

体制を支える拠点として機能している。 

 

（2） 一元的なセンターの意義 

■自治体としての意義 

アンケート調査および自治体へのヒアリング結果を踏まえると、外国人材に関する支援を一

元的に担うセンターは、自治体の外国人材施策を推進する上で重要な役割を果たしている。調

査結果を踏まえた一元的なセンターの意義について整理する。 

➢ 施策の集約・体系化 

自治体では、外国人材の受入れ支援、日本語教育、マッチング支援、定着支援など、複数

の事業が個別に実施されている場合が多いが、これらの取組をセンターに集約することで、
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支援内容を体系的に整理し、一体的に実施することが可能となる。ヒアリングでは、複数

の事業をセンターに集約することで、外国人材の受入れから定着までを切れ目なく支援で

きる体制が整備されたとの意見もあった。 

➢ 外国人材施策の推進拠点 

センターでは、事業者や外国人材からの相談内容を通じて、現場の課題やニーズを把握す

ることができるため、これらの情報を自治体の施策検討や事業改善に活用することが可能

となる。こうした機能により、センターは外国人材施策の実施拠点であるとともに、政策

形成に資する情報を集約する役割も担っている。 

➢ 継続的な支援体制の確保 

外国人材の受入れ支援は、採用段階のみならず、就労後の定着支援や人材育成など、長期

的な取組が求められる。センターを設置することで、外国人材の確保、受入れ、定着に関

する支援を継続的に実施する体制を構築することが可能となる。 

 

一元的なセンターは、外国人材に関する施策を個別の事業としてではなく、総合的に推進す

るための拠点として機能しており、自治体が外国人材の受入れと定着を支援する体制・仕組み

を整備する上で重要な役割を担っている。 

 

■ステークホルダー別の意義 

一元的なセンターは自治体のみならず、事業者、外国人材、関係機関など、さまざまなステ

ークホルダーにとって意義を有する取組であると考えられる。主な意義は以下のとおりである。

このように、一元的なセンターは、外国人材の受入れに関わる多様な主体にとって、相談対応

や情報提供、連携の場として機能しており、地域全体で外国人材の受入れ・定着を支援する体

制の構築に寄与している。 

図表 114 各ステークホルダーにとっての一元的なセンターの意義 

ステークホルダー 主な意義 

自治体 外国人材に関する施策を集約して実施する拠点となり、相談内容等を通

じて現場の課題やニーズを把握し、施策の改善や新たな取組の検討につ

なげることができる。 

事業者 外国人材の採用方法や制度に関する相談、受入体制整備の支援、セミナ

ー等の情報提供を受けることができ、外国人材の受入れに関する課題解

決につながる。 

外国人材（外国人

介護人材含む） 

労働条件や生活に関する相談、日本語学習や資格取得支援などの支援を

受けることができ、地域での就労や生活の定着を支援する拠点となる。 

関係機関 監理団体、登録支援機関、日本語学校、国際交流協会等が連携するため

の情報共有の場となり、地域における外国人材支援のネットワーク形成

につながる。 
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（3） 一元的なセンターの今後の方向性 

アンケート調査および自治体へのヒアリング結果を踏まえると、外国人材の受入れ環境の変

化や支援ニーズの多様化に伴い、一元的なセンターに求められる役割も変化していくことが想

定される。今後は、地域における外国人材の受入れ状況や関係機関の体制等を踏まえながら、

センターの機能や役割を柔軟に見直し、より効果的な支援体制を構築していくことが重要であ

る。 

 

➢ 定着支援の強化 

外国人材の受入れに関する取組は、受入れが進むにつれて、就労後の定着支援の重要性が

高まっている。ヒアリングにおいても、日本語教育や資格取得支援、交流機会の創出など、

外国人材が地域で継続して就労・生活できる環境を整備する取組の必要性が確認されてい

る。こうした観点から、一元的なセンターにおいては、日本語教育や資格取得支援に関す

る情報提供、関係機関との連携による学習機会の確保、企業向けの受入れ環境整備支援な

どを通じて、外国人材が継続して地域で働くことができる環境づくりを支援していくこと

が求められる。 

 

➢ 民間支援機関との役割分担の整理 

近年、監理団体や登録支援機関、人材紹介会社など、外国人材支援に関わる民間支援機関

の役割も拡大している。そのため、自治体が設置するセンターは、これらの民間機関と競

合するのではなく、自治体の強みを活かした役割を担うことが重要である。 

具体的には、事業者や外国人材からの相談を受け付け、適切な支援機関につなぐ相談・コ

ーディネート機能や、関係機関との情報共有や連携を促進するネットワーク形成機能など

が挙げられる。また、相談内容を通じて地域の課題やニーズを把握し、自治体の施策検討

や事業改善につなげる役割も、自治体が担うセンターの重要な機能である。このように、

自治体が設置するセンターは、民間支援機関による個別支援を補完しながら、関係機関を

つなぎ、情報や支援を適切に循環させる地域の外国人材支援のハブ（調整拠点）として機

能することが期待される。 

 

➢ 地域の実情に応じたセンター機能の設計 

外国人材の受入れ状況や産業構造、関係機関の体制は地域によって異なるため、センター

の機能や支援内容についても地域の実情に応じて柔軟に設計していく必要がある。センタ

ーの形態については、介護分野に特化した支援を行うものや、産業分野全体を対象とした

総合的な支援を行うものなど様々であるが、重要なのは、外国人材を受け入れる事業者や

外国人本人が、必要な相談や支援を受けられる体制を地域として確保することである。 

今回のアンケートでは、介護・福祉部局および産業・労働部局を対象に調査を行ったが、
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自治体によっては、国際交流や多文化共生を担当する部局が外国人向け相談窓口や多文化

共生センターを設置し、就労者に限らない外国人住民への支援を実施している事例も確認

された。また、総合政策部等が外国人支援の拠点を担っているケースも見られる。 

このように、外国人に関する課題は就労に限らず、生活、教育、地域との関係など多岐に

わたるため、すべての機能を単一のセンターで担うことには限界がある。対応言語や相談

内容の多様性を踏まえると、特定の部局のみで対応するのではなく、関係部局や既存の外

国人支援拠点と連携しながら、部局横断的に外国人に関する課題に対応する体制を構築し

ていくことが重要である。 

 

さらに、本調査は外国人材の「獲得・確保」に着目した取組を対象としているが、一元的な

センターは外国人材の「獲得・確保」を進める上でも重要な役割を担うことが期待される。外

国人材の確保を進めるためには、まず外国人材の受入れを検討する事業者の裾野を広げること

が重要である。センターは、制度説明やセミナー、相談対応などを通じて、外国人材の受入れ

に関する理解促進を図るとともに、外国人材の採用経験がない事業者に対して受入れに向けた

具体的な情報提供や助言を行う拠点として機能することが期待される。また、企業説明会やマ

ッチングイベントの開催、教育機関や関係機関との連携を通じて、外国人材と地域企業を結び

つける機会を創出することも重要である。 

以上のように、一元的なセンターは、外国人材の受入れや定着に関する支援を総合的に推進

する拠点として重要な役割を担うとともに、関係機関をつなぎ、地域全体の外国人材支援体制

を支えるハブ（調整拠点）としての機能が期待される。また、外国人材の「獲得・確保」を進

める観点からも、受入れを検討する事業者の掘り起こしやマッチング機会の創出などを通じて、

地域における外国人材受入れの基盤づくりを担う役割が求められる。 

一方で、外国人に関する課題は就労にとどまらず、生活、教育、地域との関係など多岐にわ

たる。そのため、外国人材支援は特定の部局のみで完結する施策ではなく、関係部局や既存の

外国人支援拠点との連携を図りながら、自治体全体で取り組む横断的な施策として位置づけて

いくことが重要と考えられる。 

 

 おわりに 

本調査を通じて、外国人介護人材の「獲得・確保」に関する自治体の取組は、地域の実情や

資源、関係機関との連携状況に応じて多様である一方、受入れ後の支援や定着までを見据えて

一体的に進めることの重要性が共通して確認された。また、一元的なセンターは、相談対応、

受入れ支援、人材育成・定着支援、関係機関との連携調整を担う拠点として重要な役割を果た

していることが明らかとなった。なお、地域の企業・介護事業者、業界団体、公的機関のネッ

トワーク等を生かしながら、「獲得・確保」を進めている事例も確認された。外国人介護人材の

確保等を進める上では、センターの設置の有無のみに着目するのではなく、地域に既に存在す

る資源や関係性をどう組み合わせ、実情に応じた体制・仕組みとして構築していくかが重要で
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ある。 

本調査で把握した各自治体の取組は、いずれも地域の状況や課題に応じて試行錯誤を重ねな

がら進められているものであった。そのため、ある地域の取組をそのまま他の地域に当てはめ

ることは難しい一方で、それぞれの工夫やつまずき、見直しの過程には、他地域にとっても参

考となる多くの示唆が含まれている。今後は、こうした実践知を持ち寄り、自治体同士が学び

合いながら、それぞれの地域に合った取組を磨いていくことが期待される。 

今後、外国人介護人材の確保等を進めるに当たっては、本調査で整理した自治体の取組や課

題に加え、昨年度事業で作成した海外向けの対外発信資料も活用しながら、相手国・地域に対

して日本の介護や地域で働く魅力を適切に発信していくことが重要である。あわせて、受入れ

を検討する事業者の裾野を広げ、外国人介護人材本人が安心して学び、働き、地域に定着でき

る環境を整備していくことが求められる。 

 

最後に、本調査の実施に当たり、アンケート調査にご協力いただいた自治体の皆様、またヒ

アリングにご協力いただいた自治体の皆様に、心より感謝申し上げる。各自治体からご提供い

ただいた情報や率直なご意見は、本調査の整理・分析の軸となる極めて貴重なものであり、本

調査の検討を深める上でも重要な示唆を与えていただいた。ここに改めて御礼申し上げる。 
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